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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁場検出デバイスにおいて、
　通電導体によって生成された磁場を検出するために構成される２つまたはそれ以上の磁
場センサと、
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサの出力に電気的に連結される位相検出器と、
　前記位相検出器に電気的に連結される位相インジケータと、を含み、
　　前記位相インジケータは、前記２つまたはそれ以上の磁場センサが前記通電導体に関
連した所定位置に存在する場合を示すディスプレイを含み、
　　前記位相検出器は、前記２つまたはそれ以上の磁場センサの内の第１の磁場センサに
おける第１の信号の第１の信号位相角が前記２つまたはそれ以上の磁場センサの内の第２
の磁場センサにおける第２の信号の第２の信号位相角と１８０度位相が異なるときを決定
するために構成され、
　　前記２つまたはそれ以上の磁場センサは、直線配列の磁場センサを含み、
　　前記２つまたはそれ以上の磁場センサは、
　　　前記直線配列の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数のマルチプレクサ
、および
　　　前記１つまたは複数のマルチプレクサに電気的に連結され、かつ前記１つまたは複
数のマルチプレクサを制御するために構成されるプロセッサ、を含む、
　ことを特徴とする磁場検出デバイス。
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【請求項２】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサは、誘導ピックアップセンサ、ホール効果センサ
、および磁気抵抗センサの内の少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１記載の磁
場検出デバイス。
【請求項３】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数の増幅器を
さらに含むことを特徴とする請求項１および２のいずれか一項記載の磁場検出デバイス。
【請求項４】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数のフィルタ
をさらに含むことを特徴とする請求項１，２，および３のいずれか一項記載の磁場検出デ
バイス。
【請求項５】
　１つまたは複数の磁場測定値に関する情報を前記２つまたはそれ以上の磁場センサから
リモート表示デバイスに送信するために構成された無線送信機をさらに含むことを特徴と
する請求項１，２，３，および４のいずれか一項記載の磁場検出デバイス。
【請求項６】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサの各々は、強磁性コアを含むことを特徴とする請
求項１，２，３，４，および５のいずれか一項記載の磁場検出デバイス。
【請求項７】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサの各々は、前記強磁性コアを包み込む検出コイル
を含むことを特徴とする請求項６記載の磁場検出デバイス。
【請求項８】
　磁場検出デバイスを提供する方法において、前記方法は、
　通電導体によって生成された磁場を検出するために構成される２つまたはそれ以上の磁
場センサを提供する段階と、
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサの出力に電気的に連結される位相検出器を提供す
る段階と、
　前記位相検出器に電気的に連結される位相インジケータを提供する段階と、を含み、
　　前記位相インジケータは、前記２つまたはそれ以上の磁場センサが前記通電導体に関
連した所定位置に存在する場合を示すディスプレイを含み、
　　前記位相検出器を提供する段階は、前記２つまたはそれ以上の磁場センサの内の第１
の磁場センサにおける第１の信号の第１の信号位相角が前記２つまたはそれ以上の磁場セ
ンサの内の第２の磁場センサにおける第２の信号の第２の信号位相角と１８０度位相が異
なるときを決定するために構成される前記位相検出器を提供する段階を含み、
　　前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階は、直線配列の磁場センサを含
む前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階を含み、
　　前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階は、
　　　前記直線配列の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数のマルチプレクサ
、および
　　　前記１つまたは複数のマルチプレクサに電気的に連結され、かつ前記１つまたは複
数のマルチプレクサを制御するために構成されるプロセッサを含む、前記２つまたは複数
の磁場センサを提供する段階をさらに含む、
　ことを特徴とする方法。
【請求項９】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階は、誘導ピックアップセンサ、ホ
ール効果センサ、および磁気抵抗センサの内の少なくとも１つを含む前記２つまたはそれ
以上の磁場センサを提供する段階を含むことを特徴とする請求項８記載の方法。
【請求項１０】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数の増幅器を
提供する段階をさらに含むことを特徴とする請求項８および９のいずれか一項記載の方法
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。
【請求項１１】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサに電気的に連結される１つまたは複数のフィルタ
を提供する段階をさらに含むことを特徴とする請求項８，９，および１０のいずれか一項
記載の方法。
【請求項１２】
　１つまたは複数の磁場測定値に関する情報を前記２つまたはそれ以上の磁場センサから
リモート表示デバイスに送信するために構成された無線送信機を提供する段階をさらに含
むことを特徴とする請求項８，９，１０，および１１のいずれか一項記載の方法。
【請求項１３】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階は、強磁性コアを含む前記２つま
たはそれ以上の磁場センサを提供する段階を含むことを特徴とする請求項８，９，１０，
１１，および１２のいずれか一項記載の方法。
【請求項１４】
　前記２つまたはそれ以上の磁場センサを提供する段階は、前記強磁性コアを包み込む検
出コイルを含む前記２つまたはそれ以上の磁場センサの各々をさらに含むことを特徴とす
る請求項１３記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、２０１０年７月２日に出願された米国仮特許出願第６１／３６１，２９６号
明細書および２０１０年９月３日に出願された米国仮特許出願第６１／３８０，１７４号
明細書の便益を主張するものである。本出願は、２００９年９月２５日に出願された米国
特許出願第１２／５６７，５６１号明細書の一部継続出願でもある。米国仮特許出願第６
１／３６１，２９６号明細書および同第６１／３８０，１７４号明細書と、米国特許出願
第１２／５６７，５６１号明細書とは、本明細書において援用される。
【０００２】
　本発明は、概して、電力を監視するための装置、デバイス、システム、および方法に関
し、特に、構造物の電気回路ブレーカーパネルにおいて、１つまたは複数の主電力導体の
電力を監視する装置、デバイス、システム、および方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　構造物（例えば、家または商業ビル）は、構造物内で電力を電気デバイス（すなわち負
荷）に供給する１つまたは複数の主電力導体を有し得る。ほとんどの構造物は、最大３つ
の主電力導体を備えた分相電力分配システムを使用する。主電力導体は、電気回路ブレー
カーパネルを通って構造物に入る。電気回路ブレーカーパネルは、構造物における電力の
主配電地点である。電気回路ブレーカーパネルは、火災を引き起こし得る、または構造物
内の電気デバイスに損傷を与え得る過電流からの保護も提供する。電気回路ブレーカーパ
ネルは、３つの主電力導体の少なくとも一部に連結し得る、および重なり得る。
【０００４】
　例えば、Ｓｑｕａｒｅ－Ｄ、Ｅａｔｏｎ、Ｃｕｔｌｅｒ－Ｈａｍｍｅｒ、Ｇｅｎｅｒａ
ｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ、Ｓｉｅｍｅｎｓ、およびＭｕｒｒａｙを含む電気回路ブレーカー
パネルの異なるメーカーは、それぞれの電気回路ブレーカーパネルに対して異なる導体間
隔および構成を選択している。さらに、各メーカーは、屋内設置、屋外設置、異なる総ア
ンペア数定格（その中では、１００アンペア（Ａ）および２００Ａの設備が最も一般的で
ある）毎に多くの異なる構成の電気回路ブレーカーパネルを製造している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２００７－１０７９７２号公報
【特許文献２】特開２００１－１０３６２２号公報
【特許文献３】特開平１０－１５３６２５号公報
【特許文献４】特開平１１－１０１８３１号公報
【特許文献５】特開２００８－１９６９５０号公報
【特許文献６】特開２００５－１４７７５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　多くの様々な種類の電気回路ブレーカーパネルにおける様々な導体レイアウトにより、
電気回路ブレーカーパネルの金属表面において、様々な磁場プロファイルが生じる。さら
に、内部導体（例えば、主電力導体）のレイアウトは、ブレーカーパネルを開けなければ
目に見えず、内部導体レイアウトが電気回路ブレーカーパネルの表面において磁場プロフ
ァイルへと変換される様は、正確に解明およびモデル化を行うためには、電磁理論の詳細
な知識を必要とする。従って、電気回路ブレーカーパネルの表面において、１つまたは複
数の主電力導体の磁場を正確に測定することは困難である。電気回路ブレーカーパネルの
表面において、１つまたは複数の主電力導体の磁場を正確に決定することができれば、構
造物内の負荷によって使用されている電流および電力を決定することができる。
【０００７】
　従って、電気技師ではない者が、電気回路ブレーカーパネルの表面において、１つまた
は複数の主電力導体に関連する磁場および他のパラメータを正確に決定することを可能に
する装置、システム、および／または方法に対する必要性または利益の可能性が存在する
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一部の実施形態は、消費電力測定デバイスを使用する方法に関し得る。消費電力測定デ
バイスは、構造物の電力インフラの１つまたは複数の主給電導体の少なくとも一部に重な
る回路ブレーカーボックスの表面に機械的に連結可能である。この方法は、消費電力測定
デバイスの１つまたは複数のセンサを用いて、１つまたは複数の主給電導体からの１つま
たは複数の第１の磁場示度数を決定するステップと、１つまたは複数の第１の磁場示度数
の決定後に、第１の較正負荷を電力インフラに電気的に連結させるステップと、第１の較
正負荷を電力インフラに電気的に連結した状態で、消費電力測定デバイスにおける１つま
たは複数のセンサを用いて、１つまたは複数の主給電導体からの１つまたは複数の第２の
磁場示度数を決定するステップと、少なくとも部分的に１つまたは複数の第１の磁場示度
数および１つまたは複数の第２の磁場示度数を用いて、消費電力測定デバイスを較正する
ステップと、消費電力測定デバイスの較正後に、消費電力測定デバイスにおける１つまた
は複数のセンサを用いて、１つまたは複数の主給電導体からの１つまたは複数の第３の磁
場示度数を決定するステップと、少なくとも１つまたは複数の第３の磁場示度数および１
つまたは複数の較正係数を用いて、構造物の電力インフラが使用する電力を決定するステ
ップとを含み得る。消費電力測定デバイスの較正は、少なくとも部分的に１つまたは複数
の第１の磁場示度数および１つまたは複数の第２の磁場示度数を用いた、消費電力測定デ
バイスの１つまたは複数の第１の較正係数の決定を含み得る。
【０００９】
　他の実施形態は、磁場センサデバイスを較正する方法に関し得る。磁場センサデバイス
は、回路ブレーカーボックスの第１の表面に連結される。回路ブレーカーボックスは、建
物の電力インフラに重なる。電力インフラは、第１の位相分岐および第２の位相分岐を有
する。磁場センサデバイスは、２つ以上の磁場センサを含み得る。この方法は、磁場セン
サデバイスの２つ以上の磁場センサにおいて、第１の磁場の第１の振幅および第１の位相
角を決定するステップと、第１の負荷が電力インフラの第１の位相分岐に連結されるとの
連絡を受信するステップと、第１の負荷が第１の位相分岐に連結されている間に、磁場セ
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ンサデバイスの２つ以上の磁場センサにおいて、第２の磁場の第２の振幅および第２の位
相角を決定するステップと、第２の負荷が電力インフラの第２の位相分岐に連結されると
の連絡を受信するステップと、第２の負荷が第１の位相分岐に連結されている間に、磁場
センサデバイスの２つ以上の磁場センサにおいて、第３の磁場の第３の振幅および第３の
位相角を決定するステップと、少なくとも部分的に、２つ以上の磁場センサにおける第１
の磁場の第１の振幅および第１の位相角と、２つ以上の磁場センサにおける第２の磁場の
第２の振幅および第２の位相角と、２つ以上の磁場センサにおける第３の磁場の第３の振
幅および第３の位相角とを用いて、磁場センサデバイスの１つまたは複数の較正係数を決
定するステップとを含み得る。
【００１０】
　さらなる実施形態は、建物の電力インフラにおける電力使用状況を監視するシステムに
関し得る。建物は、建物の電力インフラの回路ブレーカーボックスおよび給電導体を含む
。このシステムは、（ａ）回路ブレーカーボックスの第１の表面に連結されるように構成
された消費電力測定デバイス。回路ブレーカーボックスは、電力インフラの給電導体の少
なくとも一部に重なり、１つまたは複数の磁場センサを有する消費電力測定デバイスと、
（ｂ）電力インフラと電気的に連結されるように構成された第１の較正デバイスであって
、１つまたは複数の第１の較正負荷を含む第１の較正モジュールと、（ｃ）第１のプロセ
ッサで起動するように構成され、かつ、消費電力測定デバイスの１つまたは複数の磁場セ
ンサから得られたデータを用いて、消費電力測定デバイスを少なくとも部分的に較正する
ように構成された較正モジュールとを含み得る。１つまたは複数の第１の較正負荷の少な
くとも１つが電力インフラに電気的に連結された状態かつ消費電力測定デバイスが回路ブ
レーカーボックスの第１の表面に連結された状態で、消費電力測定デバイスは、データの
少なくとも一部を得るように構成され得る。
【００１１】
　またさらなる実施形態では、磁場検出デバイスは、（ａ）通電導体において磁場を検出
するように構成された少なくとも２つの磁場センサと、（ｂ）少なくとも２つの磁場セン
サの出力と電気的に連結された位相検出器と、（ｃ）位相検出器と電気的に連結された位
相インジケータとを含み得る。位相インジケータは、少なくとも２つの磁場センサが通電
導体に関連した所定位置に存在する場合を示すディスプレイを含み得る。
【００１２】
　実施形態のさらなる説明を容易にするために、以下の図面を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１の実施形態による、電気ブレーカーパネルに連結された電力監視システム例
の図を示す。
【図２】第１の実施形態による、図１の電力監視システムのブロック図を示す。
【図３】第１の実施形態による、導体３－３に沿った図１の回路ブレーカーパネルの断面
図である。
【図４】導体によって発生した磁場導体の一例を示す。
【図５】第１の実施形態による、図１の回路ブレーカーの主電力導体によって発生した磁
場導体の一例を示す。
【図６】第１の実施形態による、図２の検出デバイスの一例を示す。
【図７】第１の実施形態による、図１の回路ブレーカーの主電力導体上への図２の検出デ
バイスの配置例を示す。
【図８】一実施形態による、電流センサの電圧対時間のグラフ例を示す。
【図９】第２の実施形態による、検出デバイスの一例を示す。
【図１０】第２の実施形態による、図１の回路ブレーカーの主電力導体上の図９の検出デ
バイスの一例を示す。
【図１１】第１の実施形態による、図１の較正デバイスの一例を示す。
【図１２】一実施形態による、図１１のレベル変換器から図１１のコントローラに対する
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可能な入り低電圧信号のグラフ例を示す。
【図１３】一実施形態による、位相基準を作り上げるために用いられる方形波低電圧信号
と、図１２の低電圧信号との関係を示すグラフ例を示す。
【図１４】第３の実施形態による、スイッチド負荷の一例を示す。
【図１５】第４の実施形態による、スイッチド負荷の一例を示す。
【図１６】第５の実施形態による、スイッチド負荷の一例を示す。
【図１７】第６の実施形態による、スイッチド負荷の一例を示す。
【図１８】一実施形態による、電気監視システムの較正方法のフローチャートを示す。
【図１９】一実施形態による、較正係数を決定する作業のフローチャートを示す。
【図２０】一実施形態による、主電力導体の予測電流を決定する方法のフローチャートを
示す。
【図２１】一実施形態による、検出デバイス例における主電力導体に対する２つの電流セ
ンサの第１の位置の一例を示す。
【図２２】図２１の電流センサの測定電流に対する予測電流の比較グラフを示す。
【図２３】一実施形態による、検出デバイス例における主電力導体に対する２つの電流セ
ンサの第２の位置の一例を示す。
【図２４】図２３の電流センサの測定電流に対する予測電流の比較グラフを示す。
【００１４】
　図示を単純かつ明瞭にするために、図面は、一般的な構造様式を示し、周知の特徴およ
び技術の説明および詳細は、不必要に本発明を分かりにくくすることを避けるために省略
される場合がある。さらに、図面の要素は、必ずしも一定の縮尺で描かれてはいない。例
えば、図面中の要素の幾つかの寸法は、本発明の実施形態の理解を高めるために、他の要
素と比較して誇張されている場合がある。異なる図面中の同一の参照符号は同じ要素を示
す。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　明細書内および特許請求の範囲内の「第１」、「第２」、「第３」、「第４」等の用語
は、使用されている場合、類似した要素らを区別するために用いられるものであり、必ず
しも特定の逐次的または経時的順序を表すためのものではない。このようにして使用され
る用語は、本明細書に記載の実施形態が、例えば本明細書に図示あるいは記載された以外
の順序で動作可能であるような適切な状況下では、互換性があることに留意されたい。さ
らに、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」および「有する（ｈａｖｅ）」という用語や、それら
の変形語は、要素リストを包むプロセス、方法、システム、物品、デバイス、または装置
が、必ずしもそれらの要素に限定されず、明確にリストアップされていない、またはその
ようなプロセス、方法、システム、物品、デバイス、または装置に固有のものではない他
の要素を含み得るような非排他的包含を網羅する意図を持つ。
【００１６】
　明細書内および特許請求の範囲内の「左」、「右」、「前方（ｆｒｏｎｔ）」、「後方
（ｂａｃｋ）」、「最上部（ｔｏｐ）」、「底部（ｂｏｔｔｏｍ）」、「上に（ｏｖｅｒ
）」、および「下に（ｕｎｄｅｒ）」等の用語は、使用されている場合、説明目的で用い
られたものであり、必ずしも永久的な相対位置を表すためのものではない。このように使
用される用語は、本明細書に記載の本発明の実施形態が、例えば本明細書に図示あるいは
記載された以外の他の配向で動作可能であるような適切な状況下では、互換性があること
に留意されたい。
【００１７】
　「連結する（ｃｏｕｐｌｅ）」、「連結された（ｃｏｕｐｌｅｄ）」、「連結する（ｃ
ｏｕｐｌｅｓ）」、および「連結（ｃｏｕｐｌｉｎｇ）」等の用語は、広く解釈され、２
つ以上の要素または信号を電気的、機械的、および／または他の方法で接続することを意
味するものとする。２つ以上の電気要素は、電気的に連結されるが、機械的または他の方
法では連結されない場合があり、２つ以上の機械要素は、機械的に連結されるが、電気的
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または他の方法では連結されない場合があり、２つ以上の電気要素は、機械的に連結され
るが、電気的または他の方法では連結されない場合がある。連結は、任意の時間長さ、例
えば、永久的または半永久的、あるいは一瞬のみでもよい。
【００１８】
　「電気的連結」等は、広く解釈され、電力信号、データ信号、および／または他の種類
または組み合わせの電気信号である、あらゆる電気信号に関与する連結を含むものとする
。「機械的連結」等は、広く解釈され、全ての種類の機械的連結を含むものとする。
【００１９】
　「連結された」等の語の近くに、「除去可能に（ｒｅｍｏｖａｂｌｙ）」および「除去
可能な（ｒｅｍｏｖａｂｌｅ）」等の語が存在しなくても、問題の連結等が除去可能であ
ること、または除去可能ではないことを意味しない。
【００２０】
　図１は、第１の実施形態による、回路ブレーカーパネル１９０に連結された例示的な電
力監視システム１００の図を示す。図２は、第１の実施形態による電力監視システム１０
０のブロック図を示す。図３は、第１の実施形態による導体３－３に沿った回路ブレーカ
ーパネル１９０の断面図を示す。
【００２１】
　電力監視システム１００は、構造物（すなわち建物）の電力使用状況を監視するための
システムと考えることもできる。電力監視システム１００は、構造物内の１つまたは複数
の電気デバイス（すなわち負荷）によって使用される予測電流を決定するためのデバイス
およびシステムと考えることもできる。電力監視システム１００は、例示的なものに過ぎ
ず、本明細書に示される実施形態に限定されるものではない。電力監視システム１００は
、本明細書に具体的に描写または記載されていない多くの様々な実施形態または実施例に
おいて用いることができる。
【００２２】
　一部の実施例では、電力監視システム１００は、（ａ）少なくとも１つの検出デバイス
１１０（すなわち、消費電力測定デバイス）、（ｂ）少なくとも１つの演算ユニット１２
０、および（ｃ）少なくとも１つの較正デバイス１８０を含み得る。
【００２３】
　一部の実施例では、システム１００は、異なるメーカーのブレーカーパネル上、および
同じメーカーの異なる種類のブレーカーパネル上で用いることができる。さらに、一部の
実施例では、システム１００は、訓練を受けていない者（すなわち、電気技師ではない者
）が、ブレーカーパネルボックスを開き、内部の非絶縁電力導体を露出させることなく、
簡単に設置することができる。
【００２４】
　やはり図１に示されるように、従来のブレーカーボックスまたは回路ブレーカーパネル
１９０は、（ａ）２つ以上の個別の回路ブレーカー１９１、（ｂ）２つ、または主回路ブ
レーカー１９２、（ｃ）外面を備えたパネル１９６、および（ｄ）回路ブレーカー１９１
および１９２へのアクセスを提供する扉１９７を含み得る。主電力導体１９３、１９４、
および１９５の少なくとも一部は、回路ブレーカーパネル１９０の内部に配置することが
できる。「回路ブレーカーパネル」は、旧式の電気システムを備えた建物では今なお一般
的なヒューズボックスを意味し、それを含み得る。構造物の電力インフラは、少なくとも
回路ブレーカーパネル１９０と、主電力導体１９３、１９４、および１９５とを含み得る
。一部の実施例では、回路ブレーカーパネルは、電気を構造物に供給するために用いられ
るあらゆる種類の配電パネルを意味することもできる。
【００２５】
　主電力導体１９３、１９４、および１９５は、主回路ブレーカー１９２に電気的に連結
され、構造物内の電気デバイス（すなわち負荷）に電力を供給する。これらの通電した電
力導体に人が不注意に接触することを防ぐために、パネル１９６は、主電力導体１９３、
１９４、および１９５および関連の回路構成要素の少なくとも一部に重なる。通常、パネ
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ル１９６は、鋼または別の金属からなる。
【００２６】
　扉１９７は、回路ブレーカー１９１および１９２を覆い、美観的理由により通常閉じら
れているが、回路ブレーカーパネル１９０内の回路ブレーカー１９１および１９２のレバ
ーへのアクセスを許容するために開くことができる。図３に示されるように、扉１９７が
閉じられると、パネル領域３９８は、パネル領域深さ３９９を有し得る。パネル領域深さ
３９９は、扉１９７が回路ブレーカーレバー１８９にぶつかることなく閉じることができ
るように、通常、１３ミリメートル（ｍｍ）～２０ｍｍである。パネル領域深さ３９９の
深さは、パネル領域３９８に取り付けられる検出デバイス１１０の許容厚さを制限する。
すなわち、様々な実施例において、検出デバイス１１０は、検出デバイス１１０が動作中
にブレーカーパネルの扉を閉じた状態を維持できるように、パネル領域深さ３９９内に適
合し得る。多くの実施例では、検出デバイス１１０は、２０ｍｍ未満の深さを有する。同
一または異なる実施例において、検出デバイス１１０は、１３ｍｍ未満の深さを有してい
てもよい。
【００２７】
　住居用および小規模商業用電気設備は、通常、２４０ボルトの分相設備である。これは
、１８０度位相の異なる２つの１２０Ｖの交流（ＡＣ）ソース導体（例えば、電力導体１
９３および１９４）を、電力導体１９３または１９４の一方から電流を戻すために使用す
ることのできる中性導体（例えば電力導体１９５）と共に提供するユーティリティを指す
。電力導体１９３、１９４、および１９５は、異なる負荷用の分岐回路へと分割される前
にユーティリティからの入り電力を運ぶ「給電線」または「主」電力導体である。電力導
体１９３、１９４、および１９５によって発生した磁場を検出することにより、システム
１００は、構造物内の全ての負荷が電力導体１９３、１９４、および／または１９５と並
列に連結されているので、ユーティリティからの全ての負荷によって引き出された電流総
計を検出することができる。
【００２８】
　米国では、２４０Ｖの分相ユーティリティ設備の供給を受ける建物内では、多くの異な
る種類の電気負荷を見つけられる。電気負荷は、２つのカテゴリーの負荷に分けることが
できる：（ａ）１２０Ｖの負荷および（ｂ）２４０Ｖの負荷。
【００２９】
　１２０Ｖの負荷は、主に、低ワット数負荷、すなわち、標準的な３極の１２０Ｖで１５
Ａまたは１２０Ｖで２０Ａのコンセントに差し込まれた負荷、および約２ｋＷ（キロワッ
ト）未満の電力を引き出す小型電気器具を含み得る。これらの負荷は、電力導体１９３お
よび１９５のペア（「第１の位相分岐」または配線回路の「１９３－１９５の部分」）ま
たは電力導体１９４および１９５のペア（「第２の位相分岐」または配線回路の「１９４
－１９５の部分」）間の個々の回路において配線される。構造物の配線を行う際に、電気
技師は、各部分において負荷およびコンセントの予想ワット数のバランスをとろうと試み
るが、異なる総ワット数が各ペアから通常引き出されることから、１９３－１９５の部分
および１９４－１９５の部分の電流が不均衡となり易いので、これは正確なプロセスでは
ない。１２０Ｖの負荷がオンにされると、その電流は、ユーティリティから主および回路
レベルの回路ブレーカーを介して電力導体１９３または１９４を通って負荷へと流れ、そ
の後、電力導体１９５へと流れ戻り、ユーティリティへと流れ戻る。
【００３０】
　２４０Ｖの負荷は、通常、消費が２ｋＷ（キロワット）を超える大型電気器具（例えば
、電気乾燥機、ストーブ、エアコンコンプレッサ、電気ベースボードヒータ）である。こ
の場合、負荷電流は、電力導体１９３および１９４間を流れ、電力導体１９５においては
負荷電流が流れない。電力導体１９３および１９４上の電圧間の１８０度の位相関係によ
り、総電圧は２４０Ｖである。
【００３１】
　再度図１および図２を参照して、演算ユニット１２０は、（ａ）通信モジュール２２１
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、（ｂ）処理モジュール２２２、（ｃ）電気コネクタ１２８を備えた電源２２３、（ｄ）
ユーザ通信デバイス１３４、（ｅ）コントローラ２２５、（ｆ）メモリ２２６、（ｇ）較
正負荷モジュール２２７、（ｈ）較正計算モジュール２２９、（ｉ）制御機構１３２、お
よび（ｊ）電圧センサ２２８を含み得る。
【００３２】
　演算ユニット１２０は、通信モジュール２２１を介して、較正デバイス１８０および／
または検出デバイス１１０から出力信号を受信し、構造物の電力使用状況に関連する１つ
または複数のパラメータ（例えば、構造物によって使用される電力および主電力導体１９
３、１９４、および１９５の電流）を決定するために出力信号を処理するように構成可能
である。一部の実施形態では、演算ユニット１２０は、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）
でもよい。
【００３３】
　コントローラ２２５は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．製造のＭＳＰ
４３０マイクロコントローラ等のマイクロコントローラでもよい。別の実施形態では、コ
ントローラ２２５は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．製造のＴＭＳ３２
０ＶＣ５５０５デジタル信号プロセッサまたはＡｎａｌｏｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ，Ｉｎｃ．
製造のＢｌａｃｋｆｉｎデジタル信号プロセッサ等のデジタル信号プロセッサである。
【００３４】
　処理モジュール２２２は、検出デバイス１１０からの電流測定値を用いて、構造物の電
力使用状況に関連する１つまたは複数のパラメータ（例えば、主電力導体１９３、１９４
、および１９５の電流および電力）を決定するように構成されてもよい。以下に説明する
ように、較正計算モジュール２２９は、検出デバイス１１０からの電流測定値を用いて、
電力監視システム１００を較正する（例えば、検出デバイス１１０用の較正係数を計算す
る）ように構成されてもよい。
【００３５】
　一部の実施例では、処理モジュール２２２および較正計算モジュール２２９は、メモリ
２２６内に保存されてもよく、コントローラ２２５で起動されるように構成されてもよい
。演算ユニット１２０の起動中は、メモリ２２６に保存されたプログラム命令（例えば、
処理モジュール２２２および／または較正計算モジュール２２９）がコントローラ２２５
によって実行される。メモリ２２６に保存されたプログラム命令の一部は、以下に記載す
るような方法１８００および２０００（それぞれ図１８および図２０）の実施に適し得る
。
【００３６】
　較正負荷モジュール２２７は、１つまたは複数の較正負荷を含み得る。以下に説明する
ように、１つまたは複数の較正負荷は、例えば構造物の電力インフラの第１の位相分岐に
一時的に電気的に連結されることにより、電力監視システム１００の較正を助けることが
できる。
【００３７】
　一部の実施例では、ユーザ通信デバイス１３４および制御機構１３２は、演算ユニット
１２０の他の部分から分離可能であってもよく、演算ユニット１２０の他の部分と無線通
信できる。
【００３８】
　電圧センサ２２８を用いることにより、電力インフラ全体にわたる電圧の振幅および位
相角を決定することができる。全体にわたる電流の位相角は、電流センサ２１１によって
測定された位相角から、電圧センサ２２８を用いて測定された電圧の位相角を差し引いた
ものに等しい。すなわち、電流の位相角は、電圧の零点交差に関連して計算することがで
きる。
【００３９】
　一部の実施例では、検出デバイス１１０は、電流センサ２１１によって得られた電流測
定値を演算ユニット１２０に伝達可能であることにより、電流の位相角を計算することが
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できる。他の実施例では、演算デバイス１２０は、電圧センサ２２８による電圧測定値を
検出デバイス１１０に伝達可能であることにより、電流の位相角を計算することができる
。他の実施例では、電圧センサ２２８は、較正デバイス１８０内に配置されてもよい。
【００４０】
　電源２２３は、通信モジュール２２１、処理モジュール２２２、ユーザ通信デバイス１
３４、コントローラ２２５、メモリ２２６、較正負荷モジュール２２７、および／または
制御機構１３２に電力を供給することができる。一部の実施例では、電源２２３は、電力
インフラの壁電気コンセントに連結可能な電気コネクタ１２８に連結可能である。
【００４１】
　ユーザ通信デバイス１３４は、ユーザに対して情報を表示するように構成可能である。
ある実施例では、ユーザ通信デバイス１３４は、モニタ、タッチスクリーン、および／ま
たは１つまたは複数のＬＥＤ（発光ダイオード）でもよい。
【００４２】
　制御機構１３２は、少なくとも部分的に演算ユニット１２０または少なくともユーザ通
信デバイス１３４を制御するように構成された１つまたは複数のボタンを含み得る。ある
実施例では、制御機構１３２は、電源スイッチ（すなわちオン／オフスイッチ）および／
またはユーザ通信デバイス１３４上の表示物を制御するように構成されたディスプレイス
イッチを含み得る。
【００４３】
　さらに図１および図２を参照して、検出デバイス１１０は、（ａ）２つ以上、または磁
場センサまたは電流センサ２１１、（ｂ）コントローラ２１３、（ｃ）ユーザ通信モジュ
ール２１４、（ｄ）通信モジュール２１５、（ｅ）電源２１６、および（ｆ）連結機構２
１９を含み得る。コントローラ２１３を用いて、電流センサ２１１、ユーザ通信モジュー
ル２１４、通信モジュール２１５、および電源２１６を制御することができる。
【００４４】
　電流センサ２１１は、誘導ピックアップ、ホール効果センサ、磁気抵抗センサ、または
回路ブレーカーパネル１９０内の導体によって発生した時変磁場に応答するように構成さ
れたその他の種類のセンサを含み得る。
【００４５】
　様々な実施例では、検出デバイス１１０は、連結機構２１９を用いてパネル１９６の表
面に連結されるように構成可能である。一部の実施例では、連結機構２１９は、接着剤、
Ｖｅｌｃｒｏ（登録商標）材料、磁石、または別のアタッチメント機構を含み得る。
【００４６】
　通信モジュール２１５は、電流センサ２１１およびコントローラ２１３に電気的に連結
可能である。一部の実施例では、通信モジュール２１５は、電流センサ２１１を用いて測
定された電圧または他のパラメータを演算ユニット１２０の通信モジュール２１１に伝達
する。多くの実施例では、通信モジュール２１５および通信モジュール２２１は、無線送
受信機でもよい。一部の実施例では、電気信号は、ＷＩ－ＦＩ（ワイヤレスフィデリティ
）、ＩＥＥＥ（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ）８０２．１１ワイヤレスプロトコルまたはＢｌｕｅ
ｔｏｏｔｈ（登録商標）３．０＋ＨＳ（Ｈｉｇｈ　Ｓｐｅｅｄ）ワイヤレスプロトコルを
用いて伝送することができる。さらなる実施例では、これらの信号は、Ｚｉｇｂｅｅ（登
録商標）（ＩＥＥＥ８０２．１５．４ワイヤレスプロトコル）、Ｚ－Ｗａｖｅ、または独
自のワイヤレス規格を介して伝送可能である。他の実施例では、通信モジュール２１５お
よび通信モジュール２２１は、セルラー方式または有線接続を用いて電気信号を通信する
ことができる。
【００４７】
　ユーザ通信モジュール２１４は、ユーザに対して情報を表示するように構成可能である
。一実施例では、ユーザ通信モジュール２１４は、ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）および／
または１つまたは複数のＬＥＤ（発光ダイオード）でもよい。



(11) JP 6152437 B2 2017.6.21

10

20

30

40

50

【００４８】
　コントローラ２１３は、電流センサ２１１、通信モジュール２１５、ユーザ通信モジュ
ール２１４、および／または電源２１６を制御するように構成可能である。
【００４９】
　較正デバイス１８０は、（ａ）通信モジュール２８１、（ｂ）電気コネクタ２８２、（
ｃ）較正負荷モジュール２８３、（ｄ）ユーザ通信デバイス１８４、（ｅ）コントローラ
２８５、および（ｆ）電源２８９を含み得る。一部の実施例では、通信モジュール２８１
は、通信モジュール２１５および／または２２１と類似または同じでもよい。電気コネク
タ２８２は、一部の実施例では、電源プラグでもよい。ユーザ通信デバイス１８４は、ユ
ーザに対して情報を表示するように構成可能である。ある実施例では、ユーザ通信デバイ
ス１８４は、１つまたは複数のＬＥＤでもよい。
【００５０】
　アンペールの法則によれば、図４に示されるように、通電導体によって、磁場が発生す
る。すなわち、ある導体によって発生した磁場は、Ｘ、Ｙ、およびＺ軸の各々の成分へと
分解可能な三次元ベクトル場である。交流電流のシステムでは、これらの磁場は、大きさ
が時間で変動するが、座標基底に対して同じベクトル角を維持する。従って、例えばＸ軸
に関して言えば、ＡＣ電流が例えば６０Ｈｚのライン周波数で方向を反転させるので、場
は、いずれの瞬間においても、＋Ｘ方向または－Ｘ方向を指し得る。Ｘ方向の磁場成分は
、ある特定の瞬間における電流フローの方向に応じて、＋Ｘまたは－Ｘのいずれかを指し
得るものとする。
【００５１】
　磁力線は、アンペールの法則の「右手の法則」に従い、人の右手の親指を導体の電流フ
ローの方向に合わせると、磁力線は、導体に垂直かつ人の指の方向に、その導体を包み込
む。
【００５２】
　一部の実施形態は、主に、回路ブレーカーパネルの面に垂直に配向する（「Ｚ」軸に沿
う）磁場成分に関し、その理由は、これらが、回路ブレーカーパネル１９０の金属カバー
の外側で磁場センサ（すなわち検出デバイス１１０）によって簡単に検出可能な磁場成分
であるからである。
【００５３】
　図５に示されるように、電力導体１９３および１９４は、１８０度の位相差があるので
、いずれの時点においても、磁力線ループの方向は逆方向である。
【００５４】
　従って、キルヒホッフの電流の法則によれば、ある給電導体（すなわち電力導体１９３
、１９４、および／または１９５）を通る総電流は、その導体から引き出される全ての負
荷電流の合計である。従って、各導体（すなわち電力導体１９３、１９４、または１９５
）によって発生した磁場の大きさは、その導体に接続された全ての分岐回路上で引き出さ
れた電流の合計に正比例する。ある導体からの磁力線の方向は、分岐の電流に応じて変化
しない。
【００５５】
　システム１００は、３つの起こり得る負荷ケース：（ａ）１９３－１９５部分間の１２
０Ｖの負荷、（ｂ）１９４－１９５部分間の１２０Ｖの負荷、および（ｃ）１９３－１９
４部分間の２４０Ｖの負荷に対処するために、少なくとも電力導体１９３および１９４に
よって発生した磁場を検出するように構成可能である。ほとんどの場合、電力導体１９５
を通して引き出されるいずれの電流も、電力導体１９３または１９４のいずれかをソース
とするので、電力導体１９５（すなわち中性導体）によって発生した磁場を検出する必要
がない。
【００５６】
　図６は、第１の実施形態による電流センサ２１１の一例を示す。これらの実施例では、
電流センサは、（ａ）１つまたは複数のセンサ６４１および６４２、（ｂ）１つまたは複
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数の増幅器６４７および６４８、（ｃ）１つまたは複数のフィルタ６４９および６５０、
（ｄ）１つまたは複数の位相検出器６５１、（ｅ）少なくとも１つの差動増幅器６５２、
および（ｆ）少なくとも１つのデジタイザ６５３を含み得る。
【００５７】
　一部の実施例では、システム１００は、ユーザ通信モジュール２１４を用いて適切な配
置を示すことによって、検出デバイス１１０の適切な配置に関してユーザを援助するよう
に構成可能である。一部の実施例では、システム１００は、導体（すなわち、電力導体１
９３または１９４）の両側に配置されたセンサ６４１および６４２間で約１８０度の位相
差を検出することによって適切な配置を決定することができる。同一または異なる実施例
において、ユーザ通信モジュール２１４は、検出デバイス１１０と同じ場所に配置されて
もよく、あるいは、ユーザ通信モジュール２１４は、使用され、ワイヤレスネットワーク
上で検出デバイス１００とリモートで連結されてもよい。
【００５８】
　センサ６４１は、（ａ）強磁性コア６４３、および（ｂ）強磁性コア６４３を包み込む
検出コイル６４４を含み得る。センサ６４２は、（ａ）強磁性コア６４５、および（ｂ）
強磁性コア６４５を包み込む検出コイル６４６を含み得る。様々な実施例では、センサ６
４１および６４２は、直径２．５ミリメートル（ｍｍ）～１２．７ｍｍでもよい。他の実
施例では、電流センサ２１１は、センサ６４１のみを含み、センサ６４２、増幅器６４７
、フィルタ６４９、位相検出器６５１、および／または差動増幅器６５２は含みない。こ
の代替実施形態では、フィルタ６４９または６５０は、デジタイザ６５３に連結される。
さらなる実施形態では、電流センサ２１１は、４個、６個、８個、または１０個のセンサ
を含む。
【００５９】
　強磁性コア６４３および６４５の目的は、検出コイル６４４および６４６からの磁場を
集中させることにより、検出コイル６４４および６４６の出力端において、より大きなセ
ンサ出力電圧を生み出すことである。検出コイル６４４および６４６の出力における電圧
は、ファラデーの法則によって得られる。すなわち、電圧は、印加されるＡＣ磁場、コイ
ルおよびワイヤの物理的寸法、コイルにおけるワイヤの巻き数、およびコアの透磁率によ
って決まる。他の実施例では、センサ６４１および６４２は、それぞれ強磁性コア６４３
および６４５を含みない。
【００６０】
　図７に示されるように、電流センサ２１１が回路ブレーカーパネル１９０に連結される
と、センサ６４１および６４２の一方を、導体（すなわち電力導体１９３または１９４）
の片側に配置することができる。この実施形態では、センサ６４１の誘起電圧は、センサ
６４２と１８０度位相が異なり、その理由は、磁場が底部からセンサ６４２に進入する一
方で、磁場が最上部からセンサ６４１に進入するからである。
【００６１】
　センサ６４１および６４２の電圧間の位相関係のプロットを図８に示す。図８を参照し
、ＡＣ電流が導体（すなわち電力導体１９３または１９４）を流れると、電圧Ｖ（センサ
）が検出コイル６４４および６４６において誘起される。この電圧Ｖ（センサ）は、導体
（すなわち電力導体１９３または１９４）によって運ばれる電流Ｉ（センサ）に比例する
、すなわち、Ｖ（センサ）＝ｋ*Ｉ（センサ）である。比例定数ｋは、一時的に較正負荷
（すなわち較正負荷モジュール２８３または２２７（図２））を導体（すなわち電力導体
１９３または１９４）によって供給を受ける回路に接続し、センサ６４１および６４２（
図６）において誘起された電圧を測定することにより、導体を流れる既知の電流を描画す
ることによって見つけることができる。あるケースでは、比例定数の多点較正を確立する
ために、２つ以上の既知電流を描画し得る。
【００６２】
　再び図６を参照すると、２つのセンサ（すなわちセンサ６４１および６４２）のこの構
成を利用して、付近の他の導体を含む他のソースからの干渉を拒絶しつつ、所定の通電導
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体に対して正しく配置されたことをユーザに自動的に伝達する検出デバイス１１０を得る
ことができる。この能力は、対象となる特定の導体付近に多くの導体が存在する回路ブレ
ーカーパネルに見られる電気的に雑音の多い環境において有用である。
【００６３】
　具体的には、ある実施形態では、センサ６４１および６４２それぞれの出力は、それぞ
れ増幅器６４８および６４７を用いて増幅可能であり、その後、それぞれフィルタ６５０
および６４９を用いたフィルタリングが可能である。フィルタ６５０および６４９の出力
は、ユーザ通信モジュール２１４（例えば、１つまたは複数のＬＥＤ）において位相イン
ジケータ６１９に連結された位相検出器６５１に提示されてもよい。ユーザ通信モジュー
ル２１４は、センサ６４１および６４２が所定の通電導体に対して正しく配置されたこと
をユーザに示すように構成される。ユーザは、主電力導体を見つけられる領域範囲でセン
サを移動させ、センサ６４１および６４２の信号間の位相差が約１８０度であることを位
相インジケータが示すと移動を停止するように指示され得る。例えば、センサ６４１およ
び６４２からの信号の位相が約１８０度異なると、検出デバイス１１０の最上部で、緑色
ＬＥＤが点灯し得る。
【００６４】
　増幅器６４８および６４７と、フィルタ６５０および６４９とは、一部の実施例では任
意である。増幅器６４８および６４７と、フィルタ６５０および６４９との目的は、望ま
しくない周波数の雑音は拒絶しながら信号レベルを上げることであり、従って、雑音の多
い環境で、センサ６４１および６４２の信号の信号対雑音比を高めることである。増幅器
６４８および６４７は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．製造のＴＬ０８
２タイプ等の演算増幅器でもよい。フィルタ６５０および６４９は、演算増幅器と共に実
行される集中素子受動フィルタまたは能動フィルタでもよい。一般的に、フィルタ６５０
および６４９は、帯域外の雑音を拒絶しながらＡＣライン周波数（例えば、米国およびカ
ナダでは６０Ｈｚ、またはヨーロッパおよび日本では５０Ｈｚ）を通過させるように構成
されたバンドパスフィルタである。
【００６５】
　位相検出器６５１は、アナログ位相検出器回路またはデジタル位相検出器のどちらでも
よい。デジタル位相検出器の実行は、組み合わせ論理を用いて、プログラマブル論理を用
いて、またはコントローラのソフトウェアにおいて行うことができる。ある実施形態では
、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．製造の４０４６または７４ＨＣ４０４
６タイプの位相ロックループ統合コントローラに含まれる位相検出器等の統合位相検出器
回路を用いることができる。別の実施形態では、位相検出器６５１の実行は、アナログ・
デジタル変換器を用いてセンサ信号をデジタル化し、その後、センサ６４１および６４２
から受け取ったサンプルのベクトルに逆正接関数を適合させることにより行われる。さら
なる実施形態では、フィルタリングおよび位相検出器機能は、他の周波数の雑音を拒絶し
ながらＡＣライン周波数のみにおける信号の大きさおよび位相角を求める複雑な高速フー
リエ変換（ＦＦＴ）アルゴリズム等のピリオドグラムに基づく最尤推定量を用いることに
よって組み合わせられる。
【００６６】
　位相インジケータ６１９は、センサ６４１および６４２の入力信号間の所望の位相関係
に達したことをユーザに示す任意のデバイスとすることができる。一部の実施形態では、
位相インジケータは、１つまたは複数のＬＥＤでもよい。他の実施形態では、位相インジ
ケータ６１９は、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）等のグラフィカルまたは数値ディスプレイ
、あるいは、センサ６４１および６４２の電圧の位相がほぼ１８０度異なることをユーザ
に示すオーディオトーンでもよい。
【００６７】
　正しい位相関係が確立されると、差動増幅器６５２を用いて、センサ６４１および６４
２からの信号を組み合わせて、主電力導体の電流に比例した電圧または電流信号を生み出
すことができる。この信号は、コントローラ２１３が行う計算の入力として用いることが
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できる。同一または異なる実施例では、通信モジュール２１５を用いて、（ａ）センサの
位相関係が示すセンサ６４１および６４２の適切な配置、並びに（ｂ）センサ６４１およ
び６４２からの差動検出信号を含むデータを演算ユニットに伝達することができる。
【００６８】
　次に別の実施形態に移り、図９は、第２の実施形態による検出デバイス９１０の一例を
示す。図１０は、第２の実施形態による、電力導体１９３および１９４上の検出デバイス
９１０の一例を示す。この実施例では、Ｎが２～１０の数字である、センサ９４１１、９
４１２、・・・、９４１Ｎの直線配列を使用できる。他の実施例では、Ｎは、４、６、８
、２０、５０、または１００等の他の数字でもよい。センサのこの直線配列の目的の１つ
は、ユーザが正しい配置に検出デバイス９１０を手で配置させる必要がないように、コン
トローラ２１３がセンサ９４１１、９４１２、・・・、９４１Ｎの内の１つまたは複数の
ペアを自動的に選択できるようにすることである。一部の実施形態では、検出デバイス９
１０は、図１のシステム１００における検出デバイス１１０の代わりに使用することがで
きる。
【００６９】
　図９および図１０を参照すると、この実施例では、検出デバイス９１０は、（ａ）セン
サ９４１１、９４１２、・・・、９４１Ｎ、（ｂ）増幅器６４７および６４８、（ｃ）フ
ィルタ６４９および６５０、（ｄ）位相検出器６５１、（ｅ）差動増幅器６５２、（ｆ）
デジタイザ６５３、および（ｇ）少なくとも１つのマルチプレクサ９５５および９５６を
含み得る。
【００７０】
　図１０に示されるように、センサ９４１１、９４１２、・・・、９４１Ｎの直線配列は
、主電力導体１９３および／または１９４の電流に比例する信号を生じさせるために、磁
場センサとして使用される少なくとも１つのセンサをセンサ９４１１、９４１２、・・・
、９４１Ｎから選択するマルチプレクサ９５５および９５６に連結される。
【００７１】
　別の実施形態では、電力導体１９３および１９４の２つ以上の導体が同時に検出デバイ
ス９１０によって検出される。この実施形態では、センサ９４１１、９４１２、・・・、
９４１Ｎから２つの異なる通電電力導体１９３および１９４に隣接した２つの別個のセン
サが選択されるように、コントローラ２１３は、マルチプレクサ９５５および９５６を制
御する。この実施形態では、コントローラ２１３は、センサ信号の振幅または位相角に基
づいてセンサを選択するようにマルチプレクサを制御する。一部の実施形態では、センサ
９４１１、９４１２、・・・、９４１Ｎからの複数のセンサは、コントローラ２１３の制
御下で多重化されることにより、各々が別の通電導体に対して選択的磁場連結を有する別
個のセンサを選択する。
【００７２】
　再び図１を参照して、システム１００は、一部の実施例では、電力導体１９３および１
９４において正確な電流測定を達成するために較正を用いることができる。較正の潜在的
必要性は、例えば検出デバイス１１０または９１０（図９）が訓練を受けていないユーザ
によって設置される場合の不十分に制御された設置形状によるものであり得る。
【００７３】
　図１１は、第１の実施形態による較正デバイス１８０の一例を示す。較正デバイス１８
０は、単一の較正負荷を単一の引込み導体（すなわち電力導体１９３または１９４）へと
切り換えることにより、１つの引込み導体、単一の較正負荷、および中性または戻り導体
（すなわち電力導体１９５）間で回路を完成させるように構成された単一回路較正デバイ
スとして図１１に示されている。切り換え信号を用いることにより、図１８の較正方法１
８００によって使用される較正負荷を用いて回路を一時的に完成させる。
【００７４】
　一部の実施例では、較正負荷モジュール２８３は、（ａ）スイッチド負荷１１０５、（
ｂ）変圧器１１７１、（ｃ）フィルタ１１７２、（ｄ）レベル変換器１１７３、および（



(15) JP 6152437 B2 2017.6.21

10

20

30

40

50

ｅ）スクエアリングデバイス１１７４を含み得る。スイッチド負荷１１０５は、（ａ）ス
イッチ１１８７および（ｂ）較正負荷１１８８を含み得る。コントローラ２８５は、（ａ
）アナログ・デジタル変換器１１７７、（ｂ）デジタル入力１１７６、および（ｃ）温度
センサ１１８６を含み得る。
【００７５】
　図１１の実施形態では、較正負荷モジュール２８３は、検出デバイス１１０によって測
定中の単一の通電導体（分岐回路への給電線）の測定値を較正するように設計可能である
。この実施形態では、単一の較正負荷１１８８は、コントローラ２８５の切り換え信号の
制御下で、線路導体（例えば、主電力導体１９３および１９４）と中性導体（例えば、主
電力導体１９５）との切り換えをスイッチ１１８７によって行う。米国では、スイッチド
負荷１１０５は、１２０Ｖのコンセントと共に使用可能である。他の国では、スイッチド
負荷１１０５は、２４０Ｖおよび他の電圧コンセントと共に使用可能である。
【００７６】
　較正負荷１１８８および図１４～図１７の他の較正負荷は、レジスタとして描かれてい
るが、較正負荷１１８８および図１４～図１７の他の較正負荷は、抵抗成分の有無にかか
わらず、インダクタまたはコンデンサ等の無効負荷を含むどのような負荷でもよいことを
理解されたい。加えて、較正負荷は、可変抵抗を持つ負荷でもよい。さらに、スイッチ１
１８７および図１４～図１７の他のスイッチは機械的リレースイッチとして描かれている
が、スイッチは、他の形態のスイッチングデバイスでもよいことを理解されたい。例えば
、スイッチは、固体リレー等の半導体スイッチ、トライアック、ＦＥＴ（電界効果トラン
ジスタ）、ＳＣＲ（シリコン制御整流器）、ＢＪＴ（バイポーラ接合トランジスタ）、ま
たはＩＧＢＴ（絶縁ゲートバイポーラトランジスタ）等のトランジスタ、または他の制御
可能なスイッチングデバイスでもよい。
【００７７】
　図１１に示されるように、通信モジュール２８１は、コントローラ２８５に連結される
ことにより、較正デバイス１８０から演算ユニット１２０への較正済みの電流測定値の転
送が可能となる。一部の実施例では、通信モジュール２８１は、受信機および送信機を含
み得る。通信モジュール２８１は、任意の周波数で任意のデータリンクプロトコルを用い
て動作する、どのような形態の有線または無線の通信デバイスも含み得る。ある実施形態
では、通信モジュール２８１は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．から入
手可能な部品番号ＣＣ２５００の２．４ＧＨｚ送受信機を含む。別の実施形態では、通信
モジュール２８１は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．から入手可能な部
品番号ＣＣ２０１０の９００ＭＨｚ送受信機を含む。一部の実施形態では、通信モジュー
ル２８１は、以下の通信プロトコル：ＷｉＦｉ（ＩＥＥＥ８０２．１１）、Ｚｉｇｂｅｅ
（登録商標）（ＩＥＥＥ８０２．１５．４）、ＺＷａｖｅ、またはＳｉｍｐｌｉｃｉＴＩ
プロトコルの何れを用いても通信可能である。別の実施形態では、独自のデータ通信プロ
トコルが用いられる。さらなる実施形態では、通信モジュール２１５と、通信モジュール
２８１および／または２２１との通信リンクは、監視導体によって達成される。この実施
形態では、通信リンクは、較正デバイスが連結される分岐回路の少なくとも１つの導体に
伝達信号を投入することによって形成される電力線通信（ＰＬＣ）からなる。
【００７８】
　図１１に示される実施例では、電源２８９は、電源２８９を含み得る。電源２８９は、
絶縁型変圧器およびＤＣ電源を含み得る。電源２８９は、米国およびカナダでは１２０Ｖ
あるいはヨーロッパでは２２０Ｖ等のＡＣ電源線間電圧からの入り線間電圧を、電力コン
トローラ２１３および較正デバイス１８０の他の要素への３．３Ｖまたは５ＶＤＣ等の低
ＤＣ電圧へと変換する。
【００７９】
　コントローラ２８５は、入りＡＣ電源線間電圧に比例する、より低電圧のＡＣ信号へと
レベル変換器１１７３によって変換される入りＡＣ電源線間電圧のサンプルを受信するこ
とができる。一部の実施形態では、入りＡＣ電源線間電圧は１２０ＶＡＣであるが、より
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低電圧のＡＣ信号は、０～３．３Ｖの範囲内である。一部の実施形態では、レベル変換器
１１７３を用いて、＋Ｖおよび－Ｖが交互となる両極性信号から０ＶおよびＶＤＤ間の単
極性信号またはアナログ・デジタル変換器１１７７の有効電圧範囲内の別の単極性信号範
囲へと低電圧信号を転換させる。アナログ・デジタル変換器１１７７は、図１２に示され
るように、入り低電圧信号をサンプリングすることができる。同一または異なる実施形態
では、フィルタ１１７２は、低電圧信号の周波数範囲をＡＣライン周波数に限定すること
ができる。
【００８０】
　多くの実施例では、アナログ・デジタル変換器１１７７は、コントローラ２８５に組み
込むことが可能である、あるいは、コントローラ２１３とは別個のものであるが、コント
ローラ２８５に連結されていてもよい。サンプリングされたＡＣ線間電圧によって、コン
トローラ２１３が入りＡＣ線間電圧を測定することが可能となり、ＡＣ線間電圧に比例し
たサンプリングされた低電圧信号が与えられると、較正負荷１１８８によって引き出され
た電流を計算することによって、より正確にシステム１００の較正が行われる。さらに、
サンプリングされた低電圧信号を用いて、ＡＣ線間電圧に同期した位相基準を作り上げて
もよい。
【００８１】
　一部の実施形態では、コントローラ２８５は、位相基準を作り上げるために方形波低電
圧信号を用いる。これらの実施形態では、スクエアリングデバイス１１７４は、方形波低
電圧信号を生成する。方形波低電圧信号は、低電圧ＡＣ信号と同じ周期および零交差タイ
ミングを持つ方形波でもよい。方形波信号と低電圧信号とのこの関係は、図１３に示され
ている。ある実施形態では、スクエアリングデバイス１１７４は、シュミットトリガ、比
較器、またはインバータまたはトランジスタレベルシフタ等のデジタル論理ゲートを含み
得る。方形波振幅は、コントローラ２８５と互換性のある論理レベルが選択される。方形
波信号は、入りＡＣ線間電圧の振幅に関する情報は含まないが、方形波信号の正および負
に向かうエッジが入りＡＣ線間電圧の零交差と同期するので、位相情報は含んでいる。
【００８２】
　一部の実施形態では、低電圧信号またはその方形波同等物の一方から得られた位相基準
を用いて、検出デバイス１１０によって報告された較正済みの電流測定値と、入り電源線
間電圧との相対位相角を測定する。電圧および電流間のこの相対位相角測定値を用いて、
検出デバイス１１０によって測定される電力導体に接続された無効負荷の力率を正確に把
握する。力率は、電圧および電流波形間の位相角のコサインである。この力率は、サンプ
リングされた低電圧信号から直接的に計算可能であり、あるいは、方形波低電圧信号の場
合には、方形波信号のエッジ遷移に適切な周波数の正弦曲線を適合させることによって間
接的に計算してもよい。
【００８３】
　力率は、導体を流れる皮相電力と比較した導体を流れる実電力の比である。一部の実施
形態では、ユーティリティ提供の電力計の示度数の概算を向上させるためには、システム
１００のユーザに対する電力導体１９３、１９４、および１９５を流れる実電力の報告が
優先される。これらの実施形態では、低電圧信号によって提供される位相情報は、予測電
力を正確に計算するためには重要である。
【００８４】
　較正負荷１１８８は、スイッチ１１８７を用いてスイッチがオンになると電流を浪費す
るので、較正負荷１１８８は加熱を受ける。較正負荷１１８８自体に対して、または較正
デバイス１８０のハウジング内の他の構成要素に対して、または較正デバイス１８０に近
接する人や物に対して熱的損傷を引き起こすことにより、この加熱は、較正負荷１１８８
の安全な動作を脅かす可能性がある。
【００８５】
　一部の実施形態では、コントローラ２８５は、二金属サーモスタット、サーミスタ、ま
たは半導体温度センサ等の温度センサ１１８６を含む。一部の実施形態では、温度センサ
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１１８６は、較正負荷１１８８または較正デバイス１８０のハウジングが熱すぎると、切
り換え信号を中断して、較正負荷１１８８をオフにする。
【００８６】
　さらなる実施形態では、コントローラ２８５は、較正負荷１１８８または較正デバイス
１８０のハウジングが較正プロセスの開始時には熱すぎないことを確実にするために、較
正負荷１１８８をオンにする前に、温度センサ１１８６の温度示度数をチェックする。ま
たさらなる実施形態では、コントローラ２８５は、較正負荷１１８８の典型的な動作期間
後に、較正負荷１１８８が熱くなりすぎる可能性が高いか否かを決定するために、外挿を
行ってもよい。この実施形態では、コントローラ２８５は、較正負荷１１８８または較正
デバイス１８０のハウジングが熱くなりすぎることなくプロセスが完了できるまで、較正
プロセスを延期するよう機能する。
【００８７】
　一部の実施形態では、コントローラがスイッチ１１８７への切り換え信号を制御するた
めの２つの異なる制御機構が存在する。これらの２つの方法は、較正電流測定値を得るた
めに較正プロセスを実行する２つの異なるプロセッサ位置に対応する。
【００８８】
　第１の方法では、コントローラ２８５は、較正負荷モジュール２８３と同じ場所に配置
され、それを制御する。コントローラ２８５は、検出デバイス１１０（通信モジュール２
８１を介して）およびコントローラ２１３からセンサ示度数を得ることもできる。コント
ローラ２８５は、較正プロセス（図１８を参照して以下に説明）を行い、較正電流測定値
を得る。これらの実施例では、較正計算モジュール２２９は、演算ユニット１２０ではな
く、較正デバイス１８０内に配置することができる。
【００８９】
　コントローラ２８５が較正プロセスを実行する第１の方法では、通信モジュール２８１
は、検出デバイス１１０および／または演算ユニット１２０から入り信号の測定値を受信
する。コントローラ２８５は、図２０の方法２０００を用いて較正電流測定値を計算する
ことができる。較正電流測定値を計算した後に、較正デバイス１８０は、表示や他の使用
目的で、較正電流測定値を演算ユニット１２０へと伝達してもよい。
【００９０】
　第２の方法では、コントローラ２２５（図２）またはコントローラ２１３（図２）等の
リモートプロセッサは、スイッチのオンおよびオフを較正負荷１１８８に命令し、このコ
ントローラ（コントローラ２２５またはコントローラ２１３）は、図１８の較正方法１８
００を実施し、図２０の方法２０００に記載のように、較正電流測定値を獲得する。
【００９１】
　第２の方法が較正を管理する際にコントローラ２２５と共に使用される場合、コントロ
ーラ２２５は、通信リンクを介してコントローラ２８５からメッセージを受信する。一部
の実施形態では、コントローラ２２５は、較正負荷を指定の期間オンにするメッセージを
送信する。一部の実施形態では、この期間は、１つまたは複数の所定の期間から選択され
る。他の実施形態では、ターンオフメッセージがコントローラ２８５によって受信される
まで、あるいは、タイムアウトタイマの終了、または較正負荷１１８８またはそのハウジ
ングが熱すぎることを示す温度センサ１１８６の起動まで、較正負荷１１８８はオンにさ
れる。
【００９２】
　さらなる実施形態では、コントローラ２８５は、ある特定の期間、較正負荷をオンにす
る決定を単独で行う。一部の実施例では、コントローラ２８５は、ある特定の期間、較正
負荷１１８８のスイッチをオンおよびオフにする一方で、同時に、前もって、または後に
、較正負荷１１８８のスイッチがオンにされたことを示す通知をコントローラ２２５に送
信する。この実施形態では、コントローラ２１３は、コントローラ２８５から受信したメ
ッセージ間の既知の時間オフセットを用いることにより、通信リンクを介してコントロー
ラ２８５から受信したメッセージによって示された較正負荷１１８８のオン／オフ時間に
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較正プロシージャのフローを同期させる。さらなる実施例では、コントローラ２８５は、
コントローラ２１３および／または２２５（図２）に公知の順序で、較正負荷１１８８の
スイッチをオンおよびオフにする。
【００９３】
　図１１は、較正デバイス１８０内のスイッチド負荷１１０５の一例を示す。スイッチド
負荷の他の可能な構成を図１４～図１７に示す。
【００９４】
　具体的には、図１４は、第３の実施形態によるスイッチド負荷１４０５の一例を示す。
スイッチド負荷１４０５は、（ａ）スイッチ１１８７および１４４２、および（ｂ）較正
負荷１１８８および１４４１を含み得る。この実施形態では、スイッチド負荷１４０５は
、図２および図１１の較正デバイス１８０内のスイッチド負荷１１０５に取って代わる。
【００９５】
　この実施形態では、スイッチド負荷１４０５は、検出デバイス１１０によって測定中の
単一の通電導体（「線路」と表示された分岐回路への給電線）の測定値を較正するように
設計可能である。この実施形態では、コントローラ２８５は、較正負荷１１８８および１
４４１間を切り換えることにより、較正プロセスにおいて使用される２つの異なる組の測
定値を提供することができる。他の実施例では、スイッチド負荷１４０５は、３つ以上の
較正負荷の３つ以上のスイッチを含み得る。
【００９６】
　図１５は、第４の実施形態によるスイッチド負荷１５０５の一例を示す。スイッチド負
荷１５０５は、（ａ）スイッチ１５８７および１５４２、および（ｂ）較正負荷１５８８
および１５４１を含み得る。この実施形態では、スイッチド負荷１５０５は、図２および
図１１の較正デバイス１８０内のスイッチド負荷１１０５に取って代わる。
【００９７】
　この実施形態では、スイッチド負荷１５０５は、検出デバイス１１０によって測定中の
２つの通電導体（「線路１」および「線路２」と表示された分岐回路への給電線）の測定
値を較正するように設計可能である。この実施形態では、２つの別個の較正負荷１５８８
および１５４１は、コントローラ２８５からの切り換え信号の制御下で、個々の線路導体
と中性導体との切り換えを行うことができる。コントローラ２８５は、以下のように較正
負荷を電気的に連結させるために、切り換え信号を制御することができる。
【００９８】
【表１】

【００９９】
　図１６は、第５の実施形態によるスイッチド負荷１６０５の一例を示す。スイッチド負
荷１６０５は、（ａ）スイッチ１６８７、１６４２、および１６４３、および（ｂ）較正
負荷１５８８および１５４１を含み得る。この実施形態では、スイッチド負荷１６０５は
、図２および図１１の較正デバイス１８０におけるスイッチド負荷１１０５に取って代わ
る。
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　この実施形態では、スイッチド負荷１６０５は、検出デバイス１１０によって測定中の
２つ以上の通電導体（「線路１」および「線路２」と表示した分岐回路への給電線）の測
定値を較正するように構成することもできる。この実施形態では、２つの別個の較正負荷
１５８８および１５４１がスイッチを入れられることにより、較正負荷１５８８および１
５４１は、個々に中性戻り線と接続可能となる、あるいは分相電力システムにおいて一般
的であるように、ペアで線路１と線路２のペアに接続可能となる。コントローラ２８５は
、切り換え信号を制御することにより、以下のように較正負荷を電気的に連結することが
できる。
【０１０１】
【表２】

【０１０２】
　図１７は、第６の実施形態によるスイッチド負荷１７０５の一例を示す。スイッチド負
荷１７０５は、（ａ）スイッチ１７８７、１７４２、および１７４３と、（ｂ）較正負荷
１７８８とを含み得る。この実施形態では、スイッチド負荷１７０５は、図２および図１
１の較正デバイス１８０におけるスイッチド負荷１１０５に取って代わる。
【０１０３】
　この実施形態では、スイッチド負荷１７０５は、検出デバイス１１０によって測定中の
２つ以上の通電導体（「線路１」および「線路２」と表示された分岐回路への給電線）の
測定値を較正するように構成することもできる。この実施形態では、単一の較正負荷１７
８８のスイッチを入れることにより、分相電力システムにおいて一般的であるように、２
つの導体プラス中性線の較正が可能となる。スイッチ１７８７および１７４３は、単極双
投（ＳＰＤＴ）スイッチでもよい。スイッチ１７８７および１７４３を較正負荷１７８８
と共に使用することにより、様々な組み合わせの分岐回路導体を連結することができる。
スイッチド負荷１７０５は、単一の較正負荷が用いられることにより、スイッチド負荷１
６０５（図１６）と比較して、実施費用を安くすることができる。コントローラ２８５は
、切り換え信号を制御することにより、以下のように較正負荷を電気的に連結することが
できる。
【０１０４】
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【表３】

【０１０５】
　多くの実施例では、電気インフラの両方の位相線を較正する必要がある。従って、図１
１および図１４～図１７の較正デバイスの１つは、第１の位相分岐および第２のフレーズ
分岐にプラグを差し込まれる必要がある。図２に示した実施例では、較正デバイス１８０
は、第１の較正デバイスであり、演算ユニット１２０は、第２の較正デバイスを含む。他
の実施例では、単一の較正デバイス（例えば、スイッチド負荷１５０５、１６０５、また
は１７０５の１つを備えた較正デバイス）は、第１および第２の位相分岐の両方に連結さ
れる２４０Ｖコンセントに連結可能である。
【０１０６】
　図１１および図１４～図１７の較正デバイスの１つが第１の位相分岐および第２のフレ
ーズ分岐の各々にプラグを差し込まれる実施形態では、較正デバイスは、互いにと、検出
デバイスと、演算ユニットと通信できる必要がある。幾つかの異なる通信方法が実施可能
である。例えば、全ての較正デバイスが、データを受信および送信することができる。他
の実施例では、１つの較正デバイス（例えば、図１の較正デバイス１８０）が、データを
送信可能であり、第２の較正デバイス（例えば、図２の演算ユニット１２０）がデータを
受信可能である。
【０１０７】
　一部の実施形態では、２つの較正デバイスが無線通信できる。例えば、図２の通信モジ
ュール２８１および通信モジュール２２１は、無線機を含み得る。較正デバイスは、観測
された６０Ｈｚ周期の位相角を他のキャリブレータに報告することにより、異なる電気的
位相分岐上にそれらが存在するか否かを決定するように構成されている。一部の実施例で
は、電流または電圧で零交差がいつ生じたかを、１つの較正デバイスが、無線で他の較正
デバイスに報告することができる。両方の較正デバイスが同じ電気的位相分岐上に設置さ
れる場合には、メッセージ中に、受信した無線メッセージの重複部分が生じる。観測され
た零交差と受信メッセージとのオフセットが存在する場合には、較正デバイスは、異なる
電気的位相分岐上に設置されている。
【０１０８】
　同一または異なる実施例では、較正デバイス１８０（図１）上のユーザ通信デバイス１
８４は、単一の赤色／緑色ＬＥＤを含み得る。緑色ＬＥＤは、２つの較正デバイスが２つ
の異なる位相上に正しく設置されていることを示してもよい。例えば、ユーザは、最初に
、図１の較正デバイス１８０（すなわち、送信側較正デバイス）を任意の電気コンセント
に差し込む。次に、ユーザは、図１の演算ユニット１２０（すなわち、受信側較正デバイ
ス）を別の電気コンセントに差し込む。ユーザ通信デバイス１８４のＬＥＤは、赤色に点
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灯することにより、両方が同じ位相上に存在することを示してもよく、あるいは、それら
が異なる位相分岐上に存在する場合には、緑色に点灯してもよい。ユーザは、ユーザ通信
デバイス１８４の緑色インジケータが表示されるまで、第２のキャリブレータを別のコン
セントに移動させることができる。
【０１０９】
　他の実施形態では、無線通信は、検出デバイス１１０、較正デバイス１８０、および演
算ユニット１２０のそれぞれの間にも存在し得る。この実施形態では、検出デバイス１１
０は、ブレーカーパネルにおいて２つの電気的位相を検出可能である。較正デバイス１８
０がその電気的負荷を周期的に繰り返すと、較正デバイス１８０は、検出デバイス１１０
に通知し、検出デバイス１１０は、どの位相較正デバイス１８０を連結するかを決定する
ことができる。演算ユニット１２０は、その負荷サイクルをいつ開始するかを検出デバイ
ス１１０に報告することもできる。検出デバイス１１０は、どの位相角にこれらの変化が
生じているかを観測することにより、キャリブレータが２つの異なる位相に設置されてい
ることを推測する。
【０１１０】
　さらに別の実施例では、非無線通信方法を用いて、較正デバイス１８０と演算ユニット
１２０との通信を行うことができる。これらの実施例では、通信モジュール２２１および
／または２８１は、信号インジェクタおよび／または信号受信機を含み得る。この実施例
では、較正デバイス１８０および演算ユニット１２０は、電力インフラ上で信号を送るこ
とができる。例えば、単純な１ｋＨｚ（キロヘルツ）トーンを用いることができる。同一
または異なる実施例では、信号は、電力インフラの１つまたは複数の導体に投入された振
幅変調電圧からなる。別の実施形態では、信号は、電力インフラから引き出された振幅変
調電流からなる。さらなる実施形態では、信号は、周波数変調電圧または電流からなる。
ある実施形態では、演算ユニット１２０は、信号の送信機として指定可能であり、較正デ
バイス１８０は、受信機として設計可能である。較正デバイス１８０が電気コンセントに
差し込まれると、ユーザ通信デバイス１８４は、第１のデバイスによって送信されている
信号の存在を検出できなければ、緑色ＬＥＤを点灯してもよい。較正デバイス１８０およ
び演算ユニット１２０が別々の位相分岐に連結される場合には、較正デバイス１８０およ
び演算ユニット１２０は、他方によって電力インフラに配置された信号を検出することが
できない。
【０１１１】
　較正デバイス１８０が信号を検出すると、２つの較正デバイスが同じ位相にあることを
、赤色ライトが示してもよい。この時点で、ユーザは、較正デバイス１８０または演算ユ
ニット１２０の一方を別の電気コンセントに移動させるように指示を受けることができる
。さらに別の実施形態では、信号インジェクタおよび／または受信機を含む通信モジュー
ル２２１および２８１の代わりに、通信モジュール２２１および２８１は、較正デバイス
１８０および演算ユニット１２０が電力インフラ上で通信可能となるように、電力線通信
（ＰＬＣ）モジュールを含んでもよい。
【０１１２】
　別の実施形態に移り、図１８は、ある実施形態による電気監視システムの較正方法１８
００の一実施形態のフローチャートを示す。方法１８００は、単なる例示であり、本明細
書に提示される実施形態に限定されるものではない。方法１８００は、本明細書に具体的
に描写または記載されていない多くの様々な実施形態または実施例において用いることが
できる。一部の実施形態では、方法１８００の作業、プロシージャ、および／またはプロ
セスは、提示された順序で行うことができる。他の実施形態では、方法１８００の作業、
プロシージャ、および／またはプロセスは、その他の適切な順序で行うことができる。さ
らに他の実施形態では、方法１８００の作業、プロシージャ、および／またはプロセスの
１つまたは複数を、組み合わせる、または省略することができる。
【０１１３】
　方法１８００は、一般的な検出デバイスの較正方法を記述していると見なすことができ
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る。この方法は、図２０の方法２０００における構造物の電力インフラにおいて予測電流
の計算に使用可能な１つまたは複数の較正係数の決定を伴い得る。以下に説明する方法を
用いることにより、以下の点：（ａ）主電力導体１９３および１９４から識別可能な信号
がほとんど測定されないほど、電流センサ２１１（図２）が、主電力導体１９３および１
９４（図１）から離れて配置されている場合、および（ｂ）全ての電流センサ２１１（図
２）が中性電力導体１９５（図１）の非常に近くに配置され、電力導体１９３および１９
４からは離れて配置される場合を除き、パネル１９６（図１）上の検出デバイス１１０（
図１）の位置とは無関係に、較正係数を正確に計算することができる。
【０１１４】
　図１８の方法１８００は、１つまたは複数の第１の基準測定値の獲得および保存の作業
１８６０を含む。一部の実施例では、検出デバイス１１０（図２）を使用して、電流セン
サ２１１（図２）を用いて第１の基準測定値を得ることができる。これらの第１の基準測
定値は、電力を引き出している電気デバイスによる、電力導体１９３または１９４（図１
）の少なくとも１つを流れる公称電流を含み得る。さらに、各センサ（例えば、センサ６
４１および６４２（図６）またはセンサ９４１１、９４１２、・・・９４１Ｎ（図９））
において、振幅および位相の測定を行うことができる。各振幅示度数Ｌは、Ｌｏｌｄ－Ｎ

の名称で保存され、各位相示度数Ｑは、Ｑｏｌｄ－Ｎの名称で保存され、Ｎは、センサの
数である。一部の実施例では、第１の基準測定は、第１の位相分岐および第２の位相分岐
の両方に対して行われる。
【０１１５】
　一部の実施例では、作業１８６０は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。電圧の位
相角の使用は、電流の位相角の計算に役立てることができる。一部の実施例では、図２の
電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定することができる。
【０１１６】
　続いて、図１８の方法１８００は、第１の既知の較正負荷を第１の位相分岐に一時的に
連結する作業１８６１を含む。一部の実施例では、較正デバイス１８０（図１および図１
１）は、それぞれ図１１、図１４、図１５、図１６、および図１７のスイッチド負荷１１
０５、１４０５、１５０５、１６０５、または１７０５において較正負荷の１つを連結可
能である。
【０１１７】
　次に、図１８の方法１８００は、第１の位相分岐上で１つまたは複数の第１の較正測定
値を獲得および保存する作業１８６２を含む。一部の実施例では、検出デバイス１１０（
図２）を用いて、電流センサ２１１（図２）から第１の較正測定値を得ることができる。
一部の実施例では、それぞれ図１１、図１４、図１５、図１６、および図１７のスイッチ
ド負荷１１０５、１４０５、１５０５、１６０５、または１７０５からの既知の較正負荷
が第１のフレーズ分岐（例えば、図１５～図１７の線路１）に連結された状態で、第１の
較正測定が行われる。この第１の既知の較正負荷は、既知の電流Ｌｃａｌ－１を引き出す
。これらの第１の較正測定値には、電力を引き出す電気器具および第１の既知の較正負荷
による電力導体１９３または１９４（図１）の少なくとも１つを流れる公称電流が含まれ
得る。
【０１１８】
　例えば、各センサ（例えば、センサ６４１および６４２（図６）またはセンサ９４１１

、９４１２、・・・９４１Ｎ（図９））において、振幅および位相角の測定が行われる。
各振幅示度数Ｌは、Ｌｎｅｗ－Ｎ－１等の名称で保存され、各位相角示度数Ｑは、Ｑｎｅ

ｗ－Ｎ－１等の名称で保存され、Ｎは、センサの数である。
【０１１９】
　一部の実施例では、作業１８６２は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。電圧の位
相角の使用は、電流の位相角の計算に役立てることができる。一部の実施例では、図２の
電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定することができる。
【０１２０】
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　図１８の方法１８００は、第１の既知の較正負荷を切り離し、第２の既知の較正負荷を
第２の位相分岐に一時的に連結する作業１８６３を継続する。一部の実施例では、較正デ
バイス１８０（図１および図１１）は、それぞれ図１４、図１５、および図１６のスイッ
チド負荷１４０５、１５０５、または１６０５において較正負荷の１つを連結可能である
。一部の実施例では、第２の既知の較正負荷は、第２の位相分岐（例えば、図１５～図１
７の線路２）に連結される。
【０１２１】
　続いて、図１８の方法１８００は、第２の位相分岐上で第２の較正測定値を獲得および
保存する作業１８６４を含む。一部の実施例では、検出デバイス１１０（図２）を用いて
、電流センサ２１１（図２）から第２の較正測定値を得ることができる。これらの第２の
較正測定値には、電力を引き出す電気器具および第２の既知の較正負荷による電力導体１
９３または１９４（図１）の少なくとも１つを流れる公称電流が含まれ得る。一部の実施
例では、既知の較正負荷が第２のフレーズ分岐（例えば、図１５～図１７の線路２）に連
結された状態で、第２の較正測定が行われる。この第２の既知の較正負荷は、既知の電流
Ｌｃａｌ－２を引き出す。
【０１２２】
　例えば、各センサ（例えば、センサ６４１および６４２（図６）またはセンサ９４１１

、９４１２、・・・９４１Ｎ（図９））において、振幅および位相角の測定が行われる。
各振幅示度数Ｌは、Ｌｎｅｗ－Ｎ－２の名称で保存され、各位相角示度数Ｑは、Ｑｎｅｗ

－Ｎ－２等の名称で保存され、Ｎは、センサの数である。
【０１２３】
　一部の実施例では、作業１８６４は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。電圧の位
相角の使用は、電流の位相角の計算に役立てることができる。一部の実施例では、図２の
電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定することができる。
【０１２４】
　次に、図１８の方法１８００は、電力導体１９３、１９４、および／または１９５（図
１）から既知の較正負荷（すなわち第２の較正負荷）を切り離す作業１８６５を含む。
【０１２５】
　図１８の方法１８００は、１つまたは複数の第２の基準測定値の獲得および保存の作業
１８６６を継続する。一部の実施例では、検出デバイス１１０（図２）を使用して、電流
センサ２１１（図２）から第２の基準測定値を得ることができる。この第２の基準測定値
は、電力を引き出している電気器具による、電力導体１９３または１９４（図１）の少な
くとも１つを流れる公称電流を含み得る。この第２の基準示度数の目的は、作業１８６１
において観測された基準負荷が較正プロセス中に変化しなかったことを確かめることであ
る。所定量の範囲内で、作業１８６６における測定値が１８６１からの測定値と等しけれ
ば、作業１８６６からの測定値は、廃棄可能である。作業１８６６における測定値が所定
量外であれば、１８６１からの測定値は、廃棄可能である。他の実施例では、作業１８６
６を省略することができる。
【０１２６】
　一部の実施例では、作業１８６６は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。電圧の位
相角の使用は、電流の位相角の計算に役立てることができる。一部の実施例では、図２の
電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定することができる。
【０１２７】
　続いて、図１８の方法１８００は、較正係数を決定する作業１８６７を含む。一部の実
施例では、作業１８６７は、１つまたは複数のセンサ較正方程式を基準測定値および各較
正測定値に当てはめることにより、検出デバイス１１０（図１）の較正係数を解き、検出
デバイス１１０によって検出される少なくとも１つの導体において較正電流測定値が得ら
れる。一部の実施例では、較正計算モジュール２２９（図２）は、以下のように較正係数
を決定することができる。
【０１２８】
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　図１９は、第１の実施形態による、較正係数を決定する作業１８６７の実施形態例のフ
ローチャートを示す。一部の実施例では、作業１８６７は、較正係数ＱＭ、Ｋ１、Ｋ２、
Ｙ１、およびＹ２、の計算を広く含み得る。他の実施例では、他の較正係数を決定するこ
とができる。
【０１２９】
　図１９を参照し、作業１８６７は、第１の位相分岐に関する可能な較正係数を決定する
プロシージャ１９７１を含む。一部の実施例では、各センサ１～Ｎ（Ｎは、電流センサに
おけるセンサの数）ごとに、プロシージャ１９７１は、Ｌｏｌｄ－Ｎ、Ｑｏｌｄ－Ｎ、Ｌ

ｃａｌ－１、Ｌｎｅｗ－Ｎ－１、およびＱｎｅｗ－Ｎ－１を用いた、ＸＮ－１およびＱＭ

－Ｎ－１の計算を含んでもよく、
　ＸＮ－１＝［√｛Ｌｏｌｄ－Ｎ

２＋Ｌｎｅｗ－Ｎ－１
２－２＊Ｌｏｌｄ－Ｎ＊Ｌｎｅｗ

－Ｎ－１＊Ｃｏｓ（Ｑｏｌｄ－Ｎ－Ｑｎｅｗ－Ｎ－１）｝］／Ｌｃａｌ－１

および
　ＱＭ－Ｎ－１＝Ｑｎｅｗ－Ｎ－１－Ｓｉｎ－１［（Ｌｏｌｄ－Ｎ＊Ｓｉｎ（Ｑｏｌｄ－

Ｎ－Ｑｎｅｗ－Ｎ－１））／（ＸＮ－１＊Ｌｃａｌ－１）］である。
【０１３０】
　さらに、一部の実施例では、ＱＭ－Ｎ－１＞１８０°であれば、
　ＱＭ－Ｎ－１＝ＱＭ－Ｎ－１－１８０°
および
　ＸＮ－１＝ＸＮ－１＊（－１）である。
【０１３１】
　図１９の作業１８６７は、第２の位相分岐に関する可能な較正係数を決定するプロシー
ジャ１９７２を継続する。一部の実施例では、各センサ１～Ｎに関して、プロシージャ１
９７２は、Ｌｏｌｄ－Ｎ、Ｑｏｌｄ－Ｎ、Ｌｃａｌ－２、Ｌｎｅｗ－Ｎ－２、およびＱｎ

ｅｗ－Ｎ－２を用いた、ＸＮ－２およびＱＭ－Ｎ－２の計算を含んでもよく、
　ＸＮ－２＝［√｛Ｌｏｌｄ－Ｎ

２＋Ｌｎｅｗ－Ｎ－２
２－２＊Ｌｏｌｄ－Ｎ＊Ｌｎｅｗ

－Ｎ－２＊Ｃｏｓ（Ｑｏｌｄ－Ｎ－Ｑｎｅｗ－Ｎ－２）｝］／Ｌｃａｌ－２

および
　ＱＭ－Ｎ－２＝Ｑｎｅｗ－Ｎ－２－Ｓｉｎ－１［（Ｌｏｌｄ－Ｎ＊Ｓｉｎ（Ｑｏｌｄ－

Ｎ－Ｑｎｅｗ－Ｎ－２））／（ＸＮ－２＊Ｌｃａｌ－２）］である。
【０１３２】
　さらに、一部の実施例では、ＱＭ－Ｎ－２＞１８０°であれば、
　ＱＭ－Ｎ－２＝ＱＭ－Ｎ－２－１８０°
および
　ＸＮ－２＝ＸＮ－２＊（－１）である。
【０１３３】
　続いて、図１９の作業１８６７は、測定値の有効性をチェックするプロシージャ１９７
３を含む。プロシージャ１９７３では、センサ１～Ｎの各々に関して、所定の許容範囲（
例えば、０．１％、１％、５％、１０％、または２０％）内で、ＱＭ－Ｎ－１＝ＱＭ－Ｎ

－２であれば、そのセンサの測定値は維持される。所定の許容範囲内でＱＭ－Ｎ－１≠Ｑ

Ｍ－Ｎ－２であれば、そのセンサの位相角は廃棄される。
【０１３４】
　次に、図１９の作業１８６７は、プロシージャ１９７３で廃棄されなかったセンサのＱ

Ｍ－Ｎ－１に関する統計モードＱｍｏｄｅを決定するプロシージャ１９７４を含む。一部
の実施例では、統計モードは、プロシージャ１９７３で廃棄されなかったセンサに関して
所定許容範囲内で最も頻繁に生じる位相角である。
【０１３５】
　図１９の作業１８６７は、較正係数の第１の部分を決定するプロシージャ１９７５を継
続する。一部の実施例では、プロシージャ１９７５は、残りのセンサから、最も高い値Ｘ

Ｎ－１を有するセンサを選択し、ＸＮ－１＝Ｋ１およびＸＮ－２＝Ｋ２およびＱＭ－Ｎ－
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１＝ＱＭ－Ｋを割り当てることを含む。この選択されたセンサは、これよりセンサＫと称
する。センサＫは、作業１８６７の残りの部分に関して利用可能なセンサの候補リストか
ら廃棄可能である。
【０１３６】
　続いて、図１９の作業１８６７は、較正係数の第２の部分を決定するプロシージャ１９
７６を含む。一部の実施例では、プロシージャ１９７６は、残りのセンサから、最も高い
値ＸＮ－２を有するセンサを選択し、ＸＮ－２＝Ｙ１およびＸＮ－２＝Ｙ２およびＱＭ－

Ｎ－２＝ＱＭ－Ｙを割り当てることを含む。この選択されたセンサは、これよりセンサＹ
と称する。
【０１３７】
　次に、図１９の作業１８６７は、較正係数の第３の部分を決定するプロシージャ１９７
７を含む。一部の実施例では、ＱＭは、
　ＱＭ＝［ＱＭ－Ｙ＋ＱＭ－Ｋ］／２で計算される。
【０１３８】
　上記の較正係数の決定に使用される公式の例は、例示にすぎない。他の実施例では、他
の公式（例えば、一次、非線形、二次、および／または反復方程式）を用いて、同一また
は異なる較正係数を計算することができる。
【０１３９】
　例えば、検出デバイスは、ただ１つのセンサを用いて較正（および予測電流の決定）を
行うことができる。この実施例では、センサは、主電力導体１９３および１９４（図１）
からの磁場がセンサにおいて対称的である位置に配置される。すなわち、主電力導体１９
３および１９４（図１）からの磁場は、センサにおいて対称的である。さらに、この実施
例では、センサＺは、中性戻り導体を表す主電力導体１９５（図１）からの磁場が小さく
、無視できる位置にある。
【０１４０】
　磁場が対称的であるこの時点のセンサを、センサＺと呼ぶこととする。この実施例では
、センサＺにおいて測定された電流は、
　ＬＺ＝ＫＺ＊Ｌｐｒｅｄｉｃｔｅｄに等しい。
　式中、ＬＺは、センサＺによって測定された電流であり、ＫＺは、定数であり、Ｌｐｒ

ｅｄｉｃｔｅｄは、第１の位相分岐および第２の位相分岐における一体化した予測電流で
ある。
【０１４１】
　この実施例では、作業１８６０または１８６６でセンサＺにおいて得られた基準電流測
定値は、ＬＺ－ｂａｓｅｌｉｎｅとして保存されてもよい。センサＺにおいて得られた第
１の較正測定値は、ＬＺ－ｃａｌに保存されてもよく、第１の既知の較正負荷の電流は、
ΔＰでもよい。この実施例では、ＫＺは、
　ＫＺ＝（ＬＺ－ｃａｌ－ＬＺ－ｂａｓｅｌｉｎｅ）／ΔＰで計算可能である。
【０１４２】
　他の実施例では、３つ以上の較正測定値を必要とする他の較正方程式を使用することが
できる。これらの実施例では、必要数の較正点を得るために、異なる較正負荷を用いて、
必要な回数だけ作業１８６１～１８６６（図１８）を繰り返してもよい。
【０１４３】
　プロシージャ１９７７の完了後に、較正係数を計算する作業１８６７が完了する。
【０１４４】
　再び図１８を参照し、図１８の方法１８００は、較正係数を保存する作業１８６８を継
続する。一部の実施例では、較正係数は、図１および図２の演算ユニット１２０のメモリ
２２６に保存可能である。同一または異なる実施例では、較正係数は、図１の検出デバイ
ス１１０および／または較正デバイス１８０のメモリに保存可能である。さらに他の実施
形態では、較正係数は、保存および使用のためにリモートサーバに送信可能である。作業
１８６８後に、方法１８００が完了する。
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【０１４５】
　図２０は、電力導体の予測電流を決定する方法２０００の一実施形態のフローチャート
を示す。方法２０００は、例示に過ぎず、本明細書に提示された実施形態に限定されるも
のではない。方法２０００は、本明細書に具体的に描写または記載されていない多くの様
々な実施形態または実施例において用いることができる。一部の実施形態では、方法２０
００の作業、プロシージャ、および／またはプロセスは、提示された順序で行うことがで
きる。他の実施形態では、方法２０００の作業、プロシージャ、および／またはプロセス
は、その他の適切な順序で行うことができる。さらに他の実施形態では、方法２０００の
作業、プロシージャ、および／またはプロセスの１つまたは複数を、組み合わせる、また
は省略することができる。
【０１４６】
　方法２０００は、電力導体に使用される予測電力（および／または電流）を決定する一
般的な方法を記載する。この方法は、幾つかの所定の較正係数（図１８の方法１８を参照
）を用いた、構造物の電力インフラにおける予測電流の決定を伴う。以下に説明する方法
を用いて、以下の点：（ａ）識別可能な信号がほとんど測定されないほど、電流センサ２
１１（図２）が、主電力導体１９３および１９４（図１）から離れて配置されている場合
、および（ｂ）全ての電流センサ２１１（図２）が中性電力導体１９５（図１）の非常に
近くに配置され、電力導体１９３および１９４からは離れて配置される場合を除き、パネ
ル１９６（図１）上の検出デバイス１１０（図１）の位置とは無関係に、予測電流を正確
に計算することができる。一部の実施例では、方法２０００は、電力インフラの各分岐（
例えば、第１および第２の位相分岐）上における予測電流Ｌ１－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄおよ
びＬ２－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄ（電力を供給する電気ユーティリティによって報告されるよ
うな）の計算を広く含み得る。
【０１４７】
　一部の実施例では、図１８の方法１８００および方法２０００を組み合わせることによ
り、消費電力測定デバイスを用いる方法を生み出すことができる。代替的に、方法２００
０と組み合わせられた図１８の方法１８００は、電力導体の予測電流（および／または電
力）の決定方法と見なすことができる。これらの実施形態では、方法１８００は、較正係
数を決定するために一度行うことが可能で、方法２０００は、様々な時点の構造物の負荷
によって使用される予測電流（および／または電力）を決定するために、繰り返し以前と
なることが可能である。
【０１４８】
　図２０を参照し、方法２０００は、第１の電流センサを用いて第１の組の測定を行う作
業２０６１を含む。様々な実施形態において、電流センサ２１１（図２）の１つを用いて
、第１の組の測定を行うことができる。一部の実施例では、作業２０６１は、センサＫに
おける振幅および位相角の測定を含んでもよい。振幅の示度数は、ＬＫの名称で保存され
てもよく、位相角示度数は、ＱＫの名称で保存されてもよい。
【０１４９】
　一部の実施例では、作業２０６１は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。電圧の位
相角の使用は、電流の位相角の計算に役立てることができる。一部の実施例では、図２の
電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定することができる。
【０１５０】
　続いて、図２０の方法２０００は、第２の電流センサを用いて第２の組の測定を行う作
業２０６２を含む。様々な実施形態において、電流センサ２１１（図２）の１つを用いて
、第１の組の測定を行うことができる。一部の実施例では、作業２０６３は、センサＹに
おける電流の振幅および位相角の測定を含んでもよい。振幅の示度数は、ＬＹの名称で保
存されてもよく、位相角示度数は、ＱＹの名称で保存されてもよい。
【０１５１】
　一部の実施例では、作業２０６２は、電圧の振幅および位相角の決定も含む。上記のよ
うに、電流の位相角は、センサによって測定された位相角から電圧の位相角を引いたもの
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に等しい。一部の実施例では、図２の電圧センサ２２８を用いて、電圧の位相角を決定す
ることができる。
【０１５２】
　次に、図２０の方法２０００は、第１の位相分岐で使用される予測電力を決定する作業
２０６３を含む。一部の実施例では、作業２０６３は、較正係数ＱＭ、Ｋ１、Ｋ２、Ｙ１

、およびＹ２を用いた、第１の位相分岐の振幅Ｌ１および第１フレーズ分岐の位相角Ｑ１

の決定を含んでもよく、
　Ｌ１＝［√｛（ＬＫ／Ｋ２）２＋（ＬＹ／Ｙ２）２－２＊（ＬＫ／Ｋ２）＊（ＬＹ／Ｙ

２）＊Ｃｏｓ（ＱＫ－ＱＹ）｝］／［（Ｋ１／Ｋ２）－（Ｙ１／Ｙ２）］
および
　Ｑ１＝Ｔａｎ－１［｛（ＬＫ／Ｋ２）＊Ｓｉｎ（ＱＫ－ＱＭ）－（ＬＹ／Ｙ２）＊Ｓｉ
ｎ（ＱＹ－ＱＭ）｝／｛（ＬＫ／Ｋ２）＊Ｃｏｓ（ＱＫ－ＱＭ）－（ＬＹ／Ｙ２）＊Ｃｏ
ｓ（ＱＹ－ＱＭ）｝］である。
【０１５３】
　一部の実施例では、第１の位相分岐における予測電力Ｐ１－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄは、電
気ユーティリティによって報告されるような第１のフレーズ分岐の電力でもよい。一部の
実施形態では、第１の位相分岐における予測電流Ｌ１－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄは、
　Ｐ１－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄ＝Ｖ＊Ｌ１＊Ｃｏｓ（Ｑ１）である。
　式中、Ｖは、作業２０６２で測定された電圧である。
【０１５４】
　図２０の方法２０００は、第２の位相分岐で使用される予測電力を決定する作業２０６
４を継続する。一部の実施例では、作業２０６４は、較正係数ＱＭ、Ｋ１、Ｋ２、Ｙ１、
およびＹ２を用いた、第２の位相分岐の振幅Ｌ２および第２のフレーズ分岐の位相角Ｑ２

の決定を含んでもよく、
　Ｌ２＝［√｛（ＬＫ／Ｋ１）２＋（ＬＹ／Ｙ１）２－２＊（ＬＫ／Ｋ１）＊（ＬＹ／Ｙ

１）＊Ｃｏｓ（ＱＫ－ＱＹ）｝］／［（Ｋ２／Ｋ１）－（Ｙ２／Ｙ１）］
および
　Ｑ２＝Ｔａｎ－１［｛（ＬＫ／Ｋ１）＊Ｓｉｎ（ＱＫ－ＱＭ）－（ＬＹ／Ｙ１）＊Ｓｉ
ｎ（ＱＹ－ＱＭ）｝／｛（ＬＫ／Ｋ１）＊Ｃｏｓ（ＱＫ－ＱＭ）－（ＬＹ／Ｙ１）＊Ｃｏ
ｓ（ＱＹ－ＱＭ）｝］である。
【０１５５】
　一部の実施例では、第２の位相分岐における予測電力Ｐ２－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄは、電
気ユーティリティによって報告されるような第２のフレーズ分岐の電力でもよい。一部の
実施形態では、第２の位相分岐における予測電流Ｐ２－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄは、
　Ｐ２－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄ＝Ｖ＊Ｌ２＊Ｃｏｓ（Ｑ２）である。
　式中、Ｖは、作業２０６２で測定された電圧である。
【０１５６】
　検出デバイスが、ただ１つのセンサＺを用いる第２の実施例では、予測電力Ｐｐｒｅｄ

ｉｃｔｅｄの決定は、比較的単純である。この実施例では、センサＺは、主電力導体１９
３および１９４（図１）からの磁場がセンサＺにおいて対称的である位置に配置され、セ
ンサＺは、主電力導体１９５（図１）からの磁場が小さく、無視できる位置にある。この
実施例では、センサＺにおいて測定される電力は、
　Ｐｐｒｅｄｉｃｔｅｄ＝Ｖ＊ＬＺ／ＫＺで計算することができる。
　式中、Ｖは、作業２０６２で測定された電圧であり、ＬＺは、作業２０６１でセンサＺ
によって測定された電流であり、ＫＺは、定数（図１８の作業１８６７において既に決定
済み）である。
【０１５７】
　図２０の方法２０００は、第１および第２の位相分岐の予測電流を使用および／または
報告する作業２０６５を継続する。総予測電力Ｐｐｒｅｄｉｃｔｅｄは、第１のフレーズ
分岐の予測電力および第２のフレーズ分岐の予測電力の合計：
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　Ｐｐｒｅｄｉｃｔｅｄ＝Ｐ２－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄ＋Ｐ１－ｐｒｅｄｉｃｔｅｄである
。
【０１５８】
　一部の実施例では、構造物内の負荷によって使用される電力（すなわち、Ｐｐｒｅｄｉ

ｃｔｅｄ）は、演算ユニット１２０（図１および図２）のユーザ通信デバイス１３４上で
ユーザに対して表示可能である。他の実施例では、使用された電力（および／または予測
電流）は、電力を供給する電気ユーティリティに伝達可能である、あるいは、他の事業体
に報告可能である。
【０１５９】
　さらに他の実施形態では、予測電流は、観測された電流および電圧間の階段状変化およ
び位相角に基づいて、負荷を個別単位に分ける際に使用することができる。演算ユニット
１２０は、階段状変化（電流の増加または減少）を決定し、構造物内の１つまたは複数の
電気デバイスにそれを割り当てることにより、その使用を示すことができる。さらなる分
割は、各位相分岐上の電流データから１２０Ｖおよび２４０Ｖの電気器具の存在を観測す
ることによって達成可能である。電流の階段状変化の総計に加えて、個々の位相分岐上の
階段状変化は、さらに、異なる負荷または電気器具（すなわち、建物内の異なる場所に設
置された同様の負荷）の存在を特定する。デバイスの内部リアクタンスによって観測され
る位相角の変化により、誘導負荷（すなわち、ファン、モータ、電子レンジ、コンプレッ
サ）の特定が可能となる。予測リアクタンスは必要とされないが、むしろ、先験的にデバ
イスと関連する限り、観測された生の位相角で十分である。一部の実施例では、電力イン
フラの電流消費量の一時的変化は、住居の電気器具を特徴付け得るデバイスの起動特性の
性質であり得る。この技術は、既知の起動特徴のライブラリに対してテンプレート照合を
用いることにより、未知の負荷を分類することに関与する。この特徴空間は、デバイスの
重複するカテゴリーの影響をはるかに受けにくく、類似した負荷特性を持つ多くのデバイ
スを分けることができる。例えば、類似した実および無効電力消費を持つ２つのモータは
、非常に異なる起動特性を示し得るので、個別単位に分けることができる。この手法は、
大電流負荷を消費する、または少なくとも起動時に大電流を消費する電気デバイスに適し
得る。これらの作業を用いて、電力インフラの負荷を個別単位に分けることができる。
【０１６０】
　作業２０６５後に、方法２０００が完了する。
【０１６１】
　図２１は、一実施形態による、主電力導体１９３、１９４、および１９５（図１）に対
する２つの電流センサの第１の位置の一例を示す。図２１に示される２つの電流センサの
位置は、図１８の較正方法１８００および図２０の電流決定方法２０００のテストに用い
られたものである。主電力導体１９３、１９４、および１９５（図１）に連結された負荷
のスイッチを、ランダムにオンおよびオフにした。負荷のスイッチをランダムにオンおよ
びオフにしながら、電流モニタを用いて、実際の電流の監視を行った。２つの電流センサ
を用いて測定を行った後に、図１８および図２０の方法１８００および２０００を用いて
、予測電流の計算も行った。図２２は、測定電流に対する、図１８および図２０の方法に
よる予測電流の比較グラフを示す。図２２に示されるように、予測電流は、測定電流を綿
密に反映する。
【０１６２】
　図２３は、一実施形態による、主電力導体１９３、１９４、および１９５（図１）に対
する２つの電流センサの第２の位置の一例を示す。図２３に示される２つの電流センサの
位置もまた、図１８の較正方法１８００および図２０の電流決定方法２０００のテストに
用いられたものである。主電力導体１９３、１９４、および１９５（図１）に連結された
負荷のスイッチを、ランダムにオンおよびオフにした。負荷のスイッチをランダムにオン
およびオフにしながら、電流モニタを用いて、実際の電流の監視を行った。２つの電流セ
ンサを用いて測定を行った後に、方法１８００および２０００を用いて、予測電流の計算
も行った。図２４は、測定電流に対する、図１８および図２０の方法による予測電流の比



(29) JP 6152437 B2 2017.6.21

10

20

30

較グラフを示す。図２４に示されるように、予測電流は、測定電流を綿密に反映する。
【０１６３】
　具体的な実施形態に関連して、本発明の説明を行ったが、本発明の精神または範囲から
逸脱することなく、様々な変更を行い得ることは当業者には理解されるであろう。従って
、本発明の実施形態の開示は、本発明の範囲の例示を意図したものであり、限定を意図し
たものではない。本発明の範囲は、添付の特許請求の範囲が求める範囲にのみ限定される
ものとする。例えば、図１８の作業１８６０、１８６１、１８６２、１８６３、１８６４
、１８６５、１８６６、１８６７、および１８６８、図１７のプロシージャ１９７１、１
９７２、１９７３、１９７４、１９７５、１９７６、および１９７７、および図２０の作
業２０６１、２０６２、２０６３、２０６４、および２０６５は、多くの異なる作業やプ
ロシージャから構成可能であり、多くの異なるモジュールを用いて、多くの異なる順序で
行うことが可能であり、図１のいずれの要素も変更可能であり、これらの実施形態の幾つ
かの上記の説明は、全ての可能な実施形態の完全な記載を必ずしも表していないことが当
業者には容易に明らかとなるであろう。
【０１６４】
　ある特定の請求項において請求される全ての要素は、その特定の請求項において請求さ
れる実施形態に必須のものである。その結果、１つまたは複数の請求要素の差し替えは、
修正ではなく再構築を成す。さらに、利益、他の利点、および課題の解決法の記載を特定
の実施形態に関して行った。しかしながら、利益、利点、課題の解決法、および利益、利
点、または解決法を生じさせる、あるいは、より顕著にし得るいずれの１つまたは複数の
要素も、そのような利益、利点、解決法、または要素が請求項に記載されない限り、何れ
か１つまたは全ての請求項の重要、必要、または必須の特徴または要素として見なされる
ものではない。
【０１６５】
　さらに、本明細書に開示の実施形態および限定は、実施形態および／または限定が、（
１）特許請求の範囲において明白に請求されていない場合、および（２）均等論の下、特
許請求の範囲における明白な要素および／または限定の均等物、あるいは潜在的な均等物
である場合には、解放の原則の下、公衆に解放されない。
【符号の説明】
【０１６６】
１００　電力監視システム
１１０　検出デバイス
１２０　演算ユニット
１８０　較正デバイス
２１３，２２５，２８５　コントローラ
６１９　位相インジケータ
６５１　位相検出器
９５５，９５６　マルチプレクサ
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